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序 

本報告書は、令和3年度～令和7年度の5年間にわたって実施した戦略的研究プログラム「持続

可能な社会実現のための地域共創型課題解決方策の構築と支援研究プログラム（略称：持続可能

地域共創研究プログラム）」の研究成果を取りまとめたものです。

人口が減少すると予測されている日本において持続可能な社会を構築するためには、人口減少

の抑制、持続的な社会・経済の発展、医療・介護・教育の充実などに加えて、脱炭素の実現、廃

棄物や排水処理などのインフラの維持、自然の保護と利活用など環境に関わる諸問題の解決も必

要です。この研究課題では日本国内の地方自治体等を対象として、持続可能な地域社会実現のた

めに、地域における複数の環境に関する課題の解決法の提案、及び、社会実装に取り組みました。

これまでの国立環境研究所の研究は、主に学術的な成果を追求し論文発表に重点が置かれてい

ました。研究成果の社会への還元、即ち、社会実装の面は少し不足しているのではないかという

懸念があり、この課題では、地域の課題について地域のステークホルダーに聞き取り調査を行い、

その地域の実情に即した課題の解決を進め、可能であれば社会実装まで行うことを目標としまし

た。また、ある一つの課題だけを解決しようとして、他の課題が出てくるということが無いよう、

複数の環境に関わる課題に同時に取り組み、全体としてバランスの良い解決策が得られるように

考慮しました。

研究の成果として、排水処理や廃棄物の効率化の実現、地域の自然資源の保護と水産資源の活

用、市民の意見の行政への提案と政策への反映など地域の実情に即した課題解決が実現した例も

あります。一方で 5年間という期間は短く、課題の抽出、解決策の提案までで終わり、社会実装

までは至らなかった例もあります。また、一般性や普遍性も考慮して研究を進めましたが、国内

各地域それぞれ固有の条件があり、なかなか一般的な解決策が得られない状況もありました。道

半ばの部分もありますが、本文を読んでいただければ、国内各地域で研究者が地域のステークホ

ルダーとともに課題解決に向けて研究を進め努力したその足跡が垣間見えると思います。

この報告書を通じて国内各地域が抱える各種課題について理解を深めていただき、みなさんが

居住する地域や故郷、あるいは、仕事や旅行で関係する地域について、地域の課題を「自分の問

題＝我が事化」としてとらえ、持続可能な地域社会の構築を考えていただくきっかけになれば幸

いです。

最後になりましたが、国内各地域の地方自治体職員の方などステークホルダーの皆さんには、

お忙しい中、聞き取り調査に応じていただき、また、各種提案の実現可能性について議論してい

ただくなど大変お世話になりました。記して感謝いたします。ありがとうございました。

令和8年7月 

国立研究開発法人 国立環境研究所

理事長 大島 義人
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1 プログラムの概要 

 
1.1 研究プログラム全体の目的 

 持続可能地域共創研究プログラムにおいては、⽇本国内の各地域（地⽅⾃治体等）を対象に複数の

地域の環境に関する課題について地域のステークホルダー（Stakeholder, 以下 SH）と意⾒交換を⾏

い、課題解決の⽅針を明確にして、実装することも視野に⼊れ、共創的で持続可能な地域社会実現の

ための⽅策の構築と、その実施に向けた⽀援のあり⽅の検討を⾏った。複数の地域の環境に関する主

な課題としては、脱炭素の実現、⼈⼝減少下でのインフラの維持、⾃然の保護と利活⽤、持続可能な

社会の統合的構築などが挙げられる（下記図参照）。⾃然科学のみならず⼈⽂科学及び社会科学も含

めた知⾒を総合し、地域の SH との共創により、受容性が⾼く効果的な⽅策を提案及び実装するとと

もに、実装における課題も明らかにした。 

 

 

 
1.2 研究の概要  

PJ１「地域協働による持続可能社会実装研究」では、国内 3 地域を対象に多様な SH と協働し、当

該地域が⽬指す社会の⽬標とその達成に対する課題や障害を抽出・評価し、既存の⽬標や制度を踏ま

えた持続可能な地域社会実現のための制度の導⼊を⽬指すとともに、地域類型に応じた体制づくりや

地域づくりロードマップの指針を⽰し、持続可能性に配慮した⽬標や計画⽴案、社会実装に貢献する

ことが⽬的である。福島県三島町では、主要課題の⼀つである森林管理に対して、森林利活⽤にフォー
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カスしたゼロカーボンビジョンの策定を⽀援するとともに、地域 SH によって⽊質バイオマス利⽤を

中⼼に検討を⾏う三島町地域循環共⽣圏推進協議会の設⽴および検討の⽀援を⾏った。また、同協議

会における議論を受け、社会的インパクト評価⼿法を援⽤した住⺠視点による森林価値の評価及び可

視化の⼿法開発を進め、地域 SH との協議のもと森林活⽤ロジックモデルを作成した。モデルのアッ

プデートを⽬的に町⺠ワークショップを実施し、具体的評価に着⼿した。 

滋賀県では琵琶湖在来⿂の保全・再⽣に向けた⽣態調査により産卵・回遊データを蓄積し、これら

に基づいた提⾔等を県に⾏い、滋賀県版 SDGs「Mother Lake Goals（MLGs）」への貢献を⽬的に、

地域 SH と協働して⽔環境保全に関する調査・研究を実施した。また、これまでの研究結果の周知に

よる琵琶湖や在来⿂への関⼼向上を調査するとともに、MLGsに近年不漁が問題となっているアユを

中⼼に提⾔を⾏った。更に、鮒寿司の原料でもある重要な地域資源であるニゴロブナに着⽬して⿂類

分布と餌資源の影響を検証した結果、クロロフィル a や濁度が⾼い⽔域で捕獲された個体ほど⼤型化

する傾向があることを明らかにし、資源評価に貢献した。淡⽔真珠の稚⾙育成技術に係る研究では、

Down-flow Hanging Sponge（DHS：スポンジ担体を⽤いる散⽔ろ床）の導⼊により、室内循環⽔槽

におけるイケチョウガイ稚⾙の育成に国内で初めて成功した。  

⻑崎県五島市では、ヒアリングで把握した課題に基づいて「脱炭素計画⽀援」においては PJ3-2で

作成した「地域版脱炭素ナビ」を市に提供し、洋上⾵⼒発電等の地域特性を踏まえたエネルギー推計

を実施し、「沿岸域における藻場再⽣と⾃然資源の保護と活⽤（観光利⽤）⽅策の検討」においては⾼

解像度 3次元流動シミュレーションにより保全適地を推定するとともに、オオスリバチサンゴの保護

地区選定や観光産業との連携を地域 SH と検討した。また、「⼈⼝減少下でのインフラ維持の計画検

討」においては⼆次離島の排⽔処理の現地調査を⾏い、明らかとなった課題に対して提案を⾏うとと

もに、廃棄物系バイオマスを活⽤したメタン製造と運輸部⾨の脱炭素シナリオとの連携が理論上可能

であることを明らかにした。地域交通についてもニーズや社会情勢を踏まえた検討を⾏い、周遊バス

ルートの提案を⾏った。聞き取りやアンケート調査をもとに将来ビジョン策定の参考となる市⺠の要

望を市役所に伝えた。  

PJ2「地域との協働による環境効率の⾼い技術・システムの提案と評価」では、⼈⼝減少下にある

地域が直⾯する課題の解決に資する技術的解決策の提⽰を⽬的として研究を実施した。具体的には、

廃棄物の効率的利⽤による化学・製紙産業のカーボンニュートラル（CN）化、⼈⼝減少に伴う排⽔・

廃棄物処理の適正⽔準での実施と経済性の両⽴、さらに過疎地域における住⺠・観光客の移動⼿段の

確保について、産官学連携のもと検討を進めた。 

廃棄物分野では、リサイクル困難な廃棄物の焼却・蒸気供給と CCU（CO₂の回収・利⽤）を組み合

わせ、エネルギー効率と経済性の両⾯から CN化を実現する LCCN（ライフサイクルカーボンニュー

トラル）構想を提案した。まず蒸気供給を先⾏導⼊し、将来的なグリーン⽔素価格の低下に応じて

CCU を段階的に拡⼤する現実的な実装⼿法を提⽰したことで、国内外の複数地域において事業化に

向けた検討が具体化しつつある。また、主として⼈⼝減少が顕著な地⽅都市を対象とした、廃棄物の

処理・資源循環に関わる研究成果を整理し「⽣ごみ循環を基調とした地域共創に関するガイダンス」

として取りまとめた。排⽔処理分野では、⼈⼝減少により流⼊⽔量が減少し、運転コスト増⼤や維持
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管理困難に直⾯する既存下⽔道施設のダウンサイジングと省電⼒化を⽬指した。⾼知県須崎市に導⼊

された国⽴環境研究所開発の排⽔処理システムについて実証を⾏い、既存施設⽐で通年 81％、⽣物

ろ過槽への負荷が⾼まる冬期でも 76％の電⼒削減が可能であることを確認した。さらに、離島にお

ける汚⽔処理とし尿処理の実態分析を踏まえ、⾏政担当者が施設運⽤の健全性や⾒直しの要否を評価

できる診断ツールを開発した。和歌⼭県御坊市および⼭⼝県周南市の計 10施設を診断した結果、9施

設で運転・設備⾯の改善が必要と判断され、具体的改善策を提⽰した。地域交通分野では、国内離島

における交通実態の調査・把握を⾏うとともに、⻑崎県五島市福江島において現地関係者との協議を

継続し、持続可能な交通体系の構築に向けて効率的と考えられる新規バス路線の提案を⾏った。以上

のように、PJ2では廃棄物、排⽔、交通といった地域インフラを横断的に扱い、環境効率と経済性を

両⽴する技術・システムの提案と実証を進めることで、⼈⼝減少社会における持続可能な地域モデル

の具体化に貢献することができた。 

 PJ3「地域・⽣活の課題解決と持続可能性⽬標を同時達成する地域診断ツールの構築」では、各⾃

治体における持続可能な地域社会の姿と転換⽅策を定性的かつ定量的に検討する枠組みを構築し、持

続可能性の要件と SH の意⾒・要望に基づく地域社会像の探索や、地域特性や個⼈属性を踏まえた⽣

活・⾏動の分析・構造化と転換可能性の検討を⾏い、その道筋を提⽰した。具体的には、都道府県、

市町村、市街地の地域別⼈⼝動態について年齢-時代-世代の効果を明らかにするとともに、気候市⺠

会議のレビューに基づく会議設計・運営を、国環研の所在地である地元つくば市を対象に⾏い、提⾔

と計画への反映を⾏った。また、地域脱炭素の道筋を検討できる診断ツール（地域版脱炭素ナビ）で

のエネルギー・CO2排出量評価の基盤となる全市区町村のデータ整備や計算⼿法の開発・改良と具体

地域での削減対策効果の評価を⾏い、規範的な観点で 2030年・2040年の全国市区町村別の削減率を

検討するとともに、⽣物多様性との両⽴など複数課題の同時解決の可能性に関する分析を推進した。 

PJ4「持続可能な地域社会実現に向けた解決⽅策の構築と地域への制度導⼊の⽀援」では、地域での 

持続可能な社会構築に向け、地域課題を抽出・分析・評価した。持続可能社会の要件として、労働⼈

⼝の維持、各職種の担い⼿確保、各⾃治体での予算確保、インフラ施設の適正化、地域コミュニティ

の維持、脱炭素など外的要因への対応が挙げられた。制約としては、住⺠の関⼼度、各⾃治体の年度

予算や計画、若⼿・中堅職員など⼈材の確保、観光と漁業など対⽴が⽣じる可能性のある産業間のバ

ランスなどが挙げられた。地域の状況は多様で持続可能な社会構築に向けた⼀般化は難しいが、例え

ば国環研が脱炭素達成を⽀援する場合には「地域版脱炭素ナビ」のように市職員がWEB上で容易に 

使えるようなツールを作成し、普及に努めることが有効と考えられる。 
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2 研究の成果 

 

2.1PJ1 地域協働による持続可能社会実装研究 

2.1.1PJ1-1 福島県奥会津地域における地域資源を活用した持続可能社会の構築に関する研究 

2.1.1.1 目的と経緯 

 福島県奥会津地域の⼭間部に位置する三島町は、⼈⼝が約 1,300 ⼈、⾼齢化率が約 60％の⼩規模

な⾃治体である。⽇本で最も美しい村連合への加盟や、編み組細⼯に代表される森林資源を素材とし

て⽤いた伝統⼯芸など、町域の 87％を占める森林と調和した地域づくりをこれまで展開してきた。

⼀⽅、1970 年代以降の国産材価格の低迷の影響を受け、かつては地域産業として存在していた林業

が衰退し、担い⼿であった森林組合も広域合併によって地域から撤退したことにより、地域の森林管

理が滞る状況が⻑期間続いていた。本サブプロジェクトでは、このような状況の中、重要な地域資源

である森林の管理およびその活⽤について、町役場や地域の様々な SH との協働を通じて調査・検討

を⾏い、町側への提⾔を⾏うとともに、検討を通じて他地域での地域資源活⽤⽅策の検討にも応⽤可

能な⼿法を構築することを⽬的とした。 
 
2.1.1.2 方法 

 三島町内外の森林に関する SH へのインタビュー調査や町⺠アンケート等を通じて課題の整理と

⼿法検討を⾏い、以下の⽀援を実施した。 

① 三島町ゼロカーボンビジョンの策定⽀援 

② 三島町地域循環共⽣圏推進協議会における⽊質バイオマス導⼊検討⽀援 

③ 町⺠視点による森林価値の可視化に関する社会的インパクト評価⼿法の構築 

 
2.1.1.3 結果と考察 

 ①については、森林吸収源および再エネ（⽊質バイオマス）供給源としての森林価値に着⽬し、「地

⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）」のニーズも踏まえ、同計画に位置づける形でのゼロカーボンビ

ジョンを提案し、策定⽀援を⾏った。策定の検討は 2021年 4 ⽉から約 1年をかけて⾏われ、議会説

明や町政史上初のパブリックコメント等を経て 2022 年 5 ⽉に「三島町 2050 ゼロカーボン」の宣⾔

と合わせて公開された。策定プロセスでは、担当した役場職員および地域おこし協⼒隊員（地域循環

担当）のキャパシティビルディングも実施した。本ビジョンではゼロカーボンを⽬指すための⽬標と

して「森林の価値向上」「省エネなライフスタイル」「再エネの地産地消」の 3点を挙げ、森林活⽤と

ゼロカーボン実現を⼀体的に⽬指すことを強調した。また、森林吸収源として⺠有林の 30％（町内森

林⾯積 7,987ha のうち、⺠有林が 6,519ha、国有林が 1,468ha となっている）の管理を⽬指しており、

今後三島町森林整備計画（2028 年改定予定）との連動も期待される。再エネの地産地消として位置

づけられた⽊質バイオマスについては②の協議会にて本ビジョンと整合する形で詳細検討を進めた

（図 2.1.1）。 
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図 2.1.1 三島町ゼロカーボンビジョンにおけるシナリオ（出典：三島町 HP） 

 

②については、福島県三島町における地域課題として、町⺠の森林への関⼼低下による森林管理不

⾜を取り上げ、森林活⽤施策の⼀環として⽊質バイオマスエネルギー事業の導⼊可能性の検討を進め

てきた。本事業の検討にあたって地域 SH が⼀堂に会する場の設定を町に働きかけ、三島町地域循環

共⽣圏推進協議会（2020年 1⽉設⽴）が設⽴され、当初からアドバイザーとして参画した。本協議会

において町内温浴施設を対象とした⼩型熱電併給設備導⼊の詳細な検討が実施されたが、不安定な設

備動作や地域材による燃料供給体制、設置場所等の課題により 2022 年度に⾒送りとなり、続けて検

討された薪ボイラ設備導⼊も同様の課題により 2023 年度に⾒送りとなった。⽊質バイオマス活⽤に

ついては具体の設備導⼊には⾄っていないものの、様々な町内関係者の参画により設⽴された三島町

地域循環共⽣圏推進協議会の設⽴は今後も地域課題を議論する⺟体として機能することが期待され

る。 

③については、社会的インパクト評価⼿法の開発を進めた。想定される評価指標のレビューを実施

し、森林の多⾯的機能 8 種類に対して 29 の評価指標を同定した。続いて、これら⼀般的な価値と町

⺠が町内森林にもつ価値との関係性を探るため、町の森林に関わる主要な SH を役場担当者の協⼒の

もとで合計 13 名選定し、半構造化インタビュー調査を実施した。インタビューにおいて特に強調さ

れた森林価値は⽂化価値と物質⽣産価値であり、町として町内森林産の素材を⽤いたものづくり⽂化

を重視している点や、森林境界の未画定により樹⽊の伐出が困難化している点が特徴として現れてい

ると考えられた。町内森林の現状・課題とマイルストーンおよびアウトカム候補の整理を⾏い、町役

場とも協議のうえ、町における森林活⽤に関するロジックモデルのプロトタイプの作成を⾏った（図

2.1.2）。プロトタイプをもとに、プログラムに基づいて町⺠ 7 名を対象としたワークショップ（WS）

を実施し、町内森林の過去と現在を振り返るとともに、将来の望ましい描像を可視化した。三島町に

おける主要課題のひとつである森林管理推進（⽊質バイオマス活⽤もこちらから派⽣）について、当

初は経済価値の低下とそれに伴う森林所有者の関⼼低下が管理を妨げている主な障壁と想定してい

たが、社会的インパクト評価研究を進める中で、町⺠同⼠が森林について話し合う機会や場がそもそ

も不⾜していることが別の障壁として提起された。 
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2.1.1.4 まとめ 

第 5期全体として、福島県奥会津地域において地域との密接な協働のもと、地域資源（特に⽊質バ

イオマス）活⽤による持続可能社会研究を達成できた。 

 

2.1.2a PJ1-2a 琵琶湖在来魚の生態調査と再生・保全策の提案および MLGs への貢献 

2.1.2a.1 目的と経緯 

 滋賀県は、持続可能な地域社会の構築に向けて、琵琶湖を切り⼝とした滋賀県版の SDGs としてマ

ザーレイクゴールズ（Mother Lake Goals, MLGs）を策定している。2030年の琵琶湖と琵琶湖に根ざす

暮らしに向けて 13個のゴールを設定しており、その 1つ⽬を「清らかさを感じる⽔に」、2つ⽬を「豊

かな⿂介類を取り戻そう」というゴールにしている。琵琶湖の⽔質と⽔産資源が重視されているのが

わかるが、本サブプロジェクト（PJ1-2a）では、とくに 2つ⽬のゴールへの貢献を⽬指して在来⿂の

再⽣と保全に向けた調査を⾏い、それに基づいて施策への提⾔を⾏うことを第⼀の⽬的とした。 

 滋賀県では、MLGs の 2 つ⽬のゴールを達成するための代表的な取り組みとして、郷⼟⾷フナズシ

の材料となるニゴロブナを含むコイ科の⽔産重要種（他にゲンゴロウブナやホンモロコなど）の産卵

場所の保全・回復を進めている。これらの⿂種は琵琶湖の固有⿂種だが、春になると沖合から湖岸の

図 2.1.2 三島町における森林活用に関するロジックモデル（赤字：WSにて強調

された項目、紺字：WSにて町の強みとして出された項目） 
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ヨシ帯や⽔⽥地帯に移動して産卵し、稚⿂が沖合に戻っていくという⽣活史を送っている。しかし、

1970 年代以降の湖岸堤の建設と圃場整備により、湖岸のヨシ帯が破壊されて産卵場所が減少し、ま

た、乾⽥化のために⽥⾯と排⽔路の⾼低差が拡⼤されたことにより⽔⽥内への遡上が困難となって漁

獲量が激減している。このことを重くみた滋賀県は、湖岸に新たなヨシ帯を造成し、⽔⽥の排⽔路に

⿂道を設ける「⿂のゆりかご⽔⽥」の取り組みを奨励するなどしているが、その効果は明⽩には現れ

ていない。そこで本サブプロジェクトでは、このような状況の改善に資するべく、現在の繁殖場所に

おける⿂種別の産卵状況を調査し、造成ヨシ帯や⿂のゆりかご⽔⽥の取り組みなどについて提⾔を⾏

った。 

 本サブプロジェクトでは、産卵状況の調査に加えて、親⿂の産卵回帰（親が前年と同じ産卵場所に

戻ってくる傾向）と琵琶湖内での回遊範囲の調査も⾏った。これらに関する知⾒は、在来⿂資源を地

域ごとに適切に保全していく上で必要な情報だが、調査の結果得られる在来⿂のダイナミックな⽣態

像は、地域住⺠の琵琶湖への興味を増進させ、さらには滋賀県の魅⼒を伝えるコンテンツにもなりう

る。そこで本サブプロジェクトでは、調査成果に基づいて⼀般の⽅へのアウトリーチを⾏い、在来⿂

の⽣態情報を、琵琶湖への関⼼や滋賀県の魅⼒の増進に役⽴てることを第⼆の⽬的とした。この⽬的

は、MLGs の 10個⽬のゴール、「地元も流域も学びの場に」や、11個⽬のゴール「びわ湖を楽しみ愛

する⼈を増やそう」の達成にも貢献するものである。 

 以上のほか、上述した MLGs の２つ⽬のゴールについては、滋賀県の要請によりこのゴールを担当

する学術委員に就任したため、このことによる MLGs 活動への貢献も本サブプロジェクトの⽬標とな

った。 

 

2.1.2a.2 方法 

 琵琶湖在来⿂の保全・再⽣に向けた基礎調査として、①⿂種を区別した産卵状況の調査と②親⿂個

体の回遊の調査を⾏い、さらに③その結果に基づくアウトリーチの効果をアンケートで検証した。ま

た学術委員として④MLGs 活動に貢献した。各詳細は以下の通り。 

① ⿂種を区別した産卵状況の調査 

 ⽔辺の植物体等に産み付けられた産着卵を採集し、DNA 種判別により⿂種を特定した。種判別の

結果は、卵の採集時に記録しておいた採集地点の緯度経度データに基づき、地図上にマッピングした。

⿂種を区別した産着卵の分布状況から、⿂種による産卵場所の好みの違いを把握した。 

② 親⿂個体の回遊の調査 

 バイオテレメトリーの⼿法を⽤いて次のような調査を⾏った。まず産卵場所である湖岸や流⼊⽔路

で親個体を捕獲し、超⾳波発信機を装着してその場で放流した。発信機からの個体識別信号を記録す

る受信機を、捕獲した場所とその周辺の湖岸に設置し、次シーズンの産卵回帰を検証した。琵琶湖内

における回遊については、GPS追跡機能を持つブイに受信機を取り付けて漂流させ、受信時刻のブイ

の位置から個体のおよその位置を把握した。 

③ アウトリーチの効果検証 

 上の調査成果を⼀般の⽅に向けてプレゼンテーションし、アンケートを⾏った。プレゼンテーショ
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ンは市⺠講座や⼤学の実習、⼦ども向けの⾃然講座など合計で 7回⾏い（2024年には 10⽉ 29 ⽇、11

⽉ 9 ⽇の 2回、2025年には 2⽉ 16 ⽇、4⽉ 17 ⽇と 24 ⽇、5⽉ 17 ⽇、11⽉ 29 ⽇の 5回）、うち 5回

は、淡海環境プラザ内に整備した展⽰スペース（図 2.1.3）を活⽤して⾏った。7回の合計で 103名

の⽅にアンケートを記⼊いただいた。 

④ MLGs活動への貢献 

 MLGs ゴール２「豊かな⿂介類を取り戻そう」の担当学術委員として、2022 年から毎年、評価報

告書にその年の取り組み状況の評価やゴール達成に向けた提⾔を執筆した。 

 

図 2.1.3 淡海環境プラザ内の国立環境研究所・琵琶湖分室の展示スペース 

 

2.1.2a.3 結果と考察 

④ ⿂種を区別した産卵状況の調査 

 以下の３つの調査結果を滋賀県への提⾔につなげた。 

・⾃然ヨシ帯の調査：⻑浜市の琵琶湖岸にある⾃然ヨシ帯で調査を⾏い、産卵場所として好まれる地

形や植⽣は⿂種ごとに異なることを明らかにした。この結果をもとに、ヨシだけの単調な植⽣で作ら

れる造成ヨシ帯について、これを改善する提⾔を滋賀県に⾏い、「ヨシ群落保全基本計画」の 2021年

度の改訂時に「再⽣するヨシ群落の中には多様な環境が含まれるよう留意します」という⽂⾔が新た

に加えられた。 

・⽔⽥⽔路の調査：琵琶湖周辺の 3 か所の⽔⽥排⽔路系で調査を⾏い、ニゴロブナは現在でも、河⼝

から約 2.5km、標⾼ 88m（琵琶湖⽔⾯からの⽐⾼で約 4m）までの⽔⽥域にある排⽔路まで遡上・産

卵していることを明らかにした。この結果は「⿂のゆりかご⽔⽥」の潜在的な範囲を知るのに有益な

データ（この範囲の⽔⽥では⿂道設置により遡上・産卵が⾒込める）であることから、この知⾒を踏

まえた提⾔を 2024 年の MLGs 評価報告書で⾏うとともに、「ゆりかご⽔⽥」の担当部署である農村

振興課に知⾒とアイデアを提供した。 

・⼈⼯的内湖⽔域の調査：⼈⼯島である草津市の⽮橋帰帆島と旧湖岸に挟まれた「中間⽔路」につい

て、⽔草の繁茂などにより市⺠から滋賀県へ埋め⽴ての要望が寄せられたが、帰帆島の管理部署であ

る下⽔道課からの依頼に応え、この⽔路が在来⿂の良好な産卵場所であることを⽰す調査データを提

供した。このデータは、2024年 10 ⽉の滋賀県議会における知事答弁「中間⽔路はかつての内湖のよ

うな環境となっており、琵琶湖の固有種（ニゴロブナやホンモロコ）を含む多くの種類の⿂が産卵し

ている」の基礎データとなり、埋め⽴てを⾏わない⽅針の明確化に繋がった。 
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④ 親⿂個体の回遊の調査 

 調査を⾏ったニゴロブナ、ゲンゴロウブナ、ギンブナ、コイ、ナマズの親⿂は、どの⿂種でも、前

年に産卵遡上した⽔路に戻ってくる個体が確認され、産卵回帰の性質を持つことが確認できた。また、

ほぼ全ての個体は⾮繁殖期には琵琶湖へ戻り、多くの個体は産卵場所につながる河⼝から 10km以内

の領域で⽣活していることがわかった（ニゴロブナとゲンゴロウブナの例：図 2.1.4）。以上の結果は、

これら⿂種の資源を琵琶湖全体として維持していくには、各地域で産卵場所の保全や漁獲の調整を⾏

う必要があることを⽰している。 

 
図 2.1.4 滋賀県野洲市須原の水田排水路へ産卵回帰したフナ親魚の回遊範囲。ニゴロブナ

（F083 と F088）とゲンゴロウブナ（F086 と F087）各 2個体の 2021 年の非繁殖期の回遊範囲を個

体別に色分けして示す。赤い星印が捕獲・放流地点。丸印が漂流式受信機で各個体からの信号を

受信した地点。三角印は設置式受信機の位置。 

④ アウトリーチの効果検証 

 アンケートの結果、ちょうど 100 名から有効な回答が得られた。琵琶湖の在来⿂の産卵・回遊調査

の話を聞いて、99 名が「びわ湖や川の中をもっと⾒てみたい」、92名が「びわ湖や川の⿂を⾷べてみ

たい」、90 名が「びわ湖や滋賀県の良さを他の⼈に話してみたくなった」と回答し、在来⿂の⽣態情

報が琵琶湖への関⼼や滋賀県の魅⼒の増進に役⽴つという結果が得られた。⾏動に移すハードルとし

ては、「もっと⾒る」、「⾷べる」、「⼈に話す」の順番で⾼くなり、「⾷べる」と「⼈に話す」は同程度

にややハードルが⾼かった。これらの⾏動にまで繋げるためには、⼼理的な障壁が低い「もっと⾒る」

ことを⼊り⼝にしてアピールすることが有効と考えた。 

④ MLGs 活動への貢献 

 各年度の報告書で以下のような指摘・提⾔を⾏った：「豊かな⿂介類を取り戻そう」というゴール

の達成度を毎年評価する指標としては、漁獲量は⾃然の年変動があるので不適であり、むしろ各⿂種

の産卵・⽣育環境の改善状況等を評価すべき（2022年度）；アユの主要な産卵場所が特定の 3-4河川

に限られているのは資源の持続性の上で危険であり、産卵可能な河川を増やすべき（2023年度）；「⿂

のゆりかご⽔⽥」の潜在的な範囲の内外で畑への転作率は同じになっているが、産卵場所確保のため

に範囲内では率を下げることも検討すべき（2024年度）；アユの持続可能な資源利⽤のためには、本

来多様である⽣活史（とくにオオアユという⽣き⽅）を確保すべきであり、また、⼈間が制御可能な

環境項⽬を⾒極めて対策を進めるべき（2025年度）。 
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2.1.2a.4 まとめ 

本サブプロジェクトでは、琵琶湖在来⿂の保全・回復につながる産卵・回遊データを蓄積し、それ

に基づいて、滋賀県によるヨシ帯保全や「⿂のゆりかご⽔⽥」などの施策について提⾔を⾏い、MLGs

活動にも貢献した。また、在来⿂の⽣態データの知⾒が琵琶湖への興味や滋賀県の魅⼒の増進につな

がることを検証した。これらの成果は、持続可能な在来⿂資源、ひいては地域社会の確⽴に向けて、

⾏政や市⺠への働きかけを進めていく上で重要な基礎を与えるものであり、今後さらに活⽤・発展さ

せていく計画である。 

 

2.1.2b PJ1-2b 琵琶湖の水環境保全と地域資源活用に関する研究 

2.1.2b.1 目的と経緯 

 滋賀県版 SDGs であるマザーレイクゴールズのゴール「清らかさを感じる⽔に」「豊かな⿂介類を

取り戻そう」への貢献を⽬的に、滋賀県、琵琶湖環境科学センター、漁業協同組合等のステークホル

ダーと協⼒し、⽔環境保全に関する調査・研究を実施した。在来⿂類の減少が危惧される琵琶湖南湖

において、地元漁業協同組合と協働で⿂類相調査を実施し、⽔質との関連を統計解析により推定した。

2023 年からは、琵琶湖のステークホルダーへのヒアリングに基づき、省エネルギーで⾼効率な⽔処

理技術、Down-flow Hanging Sponge（DHS：スポンジ担体を⽤いる散⽔ろ床、 PJ2-2bで⽣活排⽔

処理技術として開発・評価）を導⼊した淡⽔真珠⺟⾙の稚⾙育成技術に係る研究に取り組んだ。琵琶

湖の淡⽔真珠は重要な地域資源であり、滋賀県は淡⽔真珠振興計画を定め⽣産技術の継承を⽬指して

いる。当該計画は SDGsの複数のゴールと関連し、持続可能な社会の推進にも寄与する。また、⺟⾙

であるイケチョウガイは絶滅危惧種であることから、⽣態系保全にも資する。以上、滋賀県の⽔環境

⾏政および持続可能な社会の実現に資する研究に取り組んだ。 

 

2.1.2b.2 方法 

 琵琶湖南湖における⿂類、植物プランクトン、溶存有機物の関係性を以下の⽅法で調査した。調査

地点は琵琶湖南湖の⽔⽣⽣物環境基準点である唐崎沖中央（6B）、新浜地先（Shinhama）、⾚野井湾

（８C）で毎⽉ 1回、⿂類相、植物プランクトン種組成、⽣物分解性が⾼い 10k ダルトン（Da）以上

の⾼分⼦の溶存有機物（DOMH）、⽣物分解性の低い難分解性の数千ダルトンの低分⼦DOM（DOML）

の調査を実施した。⿂類は、複数の網の⽬の異なる刺網にて採取した。加えて在来種のニゴロブナに

ついては、捕獲個体の全⻑および体重を測定した。⽔温、濁度、クロロフィル濃度は多項⽬⽔質計を

⽤いて測定した。湖⽔は表層⽔を孔径 0.2 µmのフィルターでろ過し、溶存有機物の分⼦サイズ測定

に供した。調査で得られた 25 種の⿂類の⽉次個体数データと、5つの⽔質指標（⽔温、濁度、クロロ

フィル a濃度、DOMH・DOML）を⽤いて、⽔質と⿂類群集の関連性を部分スピアマン相関分析と

⼆元配置固定効果モデルで評価した。部分スピアマン相関分析結果については Benjamini-Hochberg

法による False Discovery Rate を制御し、q<0.05で有意な結果を抽出した。⼆元配置固定効果モデル

では、部分スピアマン相関分析で抽出された候補が、他の要因を考慮しても有意であるかを検証した。 

 DHS を導⼊した淡⽔真珠⺟⾙の稚⾙育成技術に係る研究については、琵琶湖南湖の湖⽔約 70 Lを
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満たした⽔槽に砂約 15 kgを敷き詰め、そこにヒレイケチョウガイ交雑種の幼⽣を約 5,500 個体投⼊

した。幼⽣の投⼊後は、DHS への通⽔量を 70 L/⽇として⽔を循環させた。餌はクロレラを 1 ⽇数

回、クロロフィル a 濃度で 10〜50 µg/L 程度となるよう投⼊した。定期的に⽔槽内の⽔温、溶存酸

素、イオン、クロロフィル a濃度等を測定した。⽔槽内の⽔は⽔質の悪化状況を考慮し、活性炭で残

留塩素を除去した⽔道⽔でその⼀部を定期的に交換した。育成状況については、稚⾙へのストレスを

考慮して 1〜2か⽉毎に個体数を確認した。 

 

2.1.2b.3 結果と考察 

 琵琶湖南湖の⿂類相と⽔質の関連を部分スピアマン相関分析した結果、ワカサギ、ニゴイ、カネヒ

ラの 3種はDOMLが多い状況下で増加傾向を⽰し、逆にカマツカは減少傾向を⽰した。この結果よ

り、DOMLが⿂類群集の変化を特徴づける⽔質項⽬であること、さらに、DOMLに対する反応が⿂

種によって正反対に分かれる可能性が⽰唆された。 

 次いで、部分スピアマン相関分析の結果が、他の⽔質指標の影響を同時に考慮した場合でも成⽴す

るかを⼆元配置固定効果モデルで検証した。その結果、最終的に有意な関係性として、DOML が上

昇した場合、カネヒラは増加、カマツカは減少するトレードオフが確認された。カネヒラは⽔質悪化

に⽐較的強く、カマツカは⽔質に敏感であることが知られており、本結果は⿂種の⽣態とも整合する。

⿂類相と⽔質解析から、⿂類分布と⽔質の関連が⽰唆されたため、その影響をニゴロブナでもより詳

しく検証した。結果として、クロロフィル a や濁度が⾼い⽔域で捕獲された個体ほど全⻑・体重が⼤

きい傾向が確認された（図 2.1.5）。当該データは滋賀県⽔産試験場へ提供し、ニゴロブナの資源評価

に貢献した。以上は、⿂類と⽔質の観測データに基づいており、⽔流の変化や底質の攪乱など、測定

されていない別の要因が結果に影響している可能性は残る。また、湖には利⽔・治⽔の観点からの評

価も存在する。したがって、琵琶湖における理想の⽔質を求めるため、ステークホルダーごとに必要

な調査内容やパラメータを定め、そのバランスを評価する枠組みの構築が求められる。 

 淡⽔真珠⺟⾙の稚⾙育成に係る研究については、令和 7年度の研究においてDHS を⽤いた循環式

⽔槽においてヒレイケチョウガイ交雑種を育成することに成功した。育成開始 2か⽉後の⽣残率は約

10％と既存の湖⽔かけ流しの⽅法と⽐較しても遜⾊のない結果が得られた。この結果を得るために以

下を実施した。稚⾙を投⼊した直後は特に阻害物質であるアンモニア濃度の上昇抑制が必要であるこ

とから、DHS へ硝化細菌を予め⼗分定着させるため、稚⾙投⼊前に塩化アンモニウムを⽔槽に加え

循環させた。⼗分に硝化細菌が定着した DHS を⽤いることで、育成期間中の⽔槽内のアンモニア濃

度を 30 µg/L未満に保つことができた。また、餌として供給するクロレラの投⼊量を 1⽇ 2 回かつ 1

回あたりのクロロフィル a濃度を 10〜50 µg/Lとすることで、DHS による有機物除去効果も合わさ

り、⽔質と底質の悪化を抑制することができた。滋賀県⽔産試験場でも同様の実験を実施し、在来種

のイケチョウガイでもDHS を⽤いることで循環⽔槽飼育が可能であることを確認した。 

 ⼀⽅で、DHS を⽤いた場合でも、1. クロレラの投⼊量が前述の濃度より過剰となるような場合は、

⽔質および砂上に堆積したクロレラ残渣による湖底環境悪化により稚⾙の⽣残率が⼤きく低下する、

2. DHS への硝化細菌の定着が不⼗分である場合はアンモニア濃度が上昇し、稚⾙の⽣残率を⼤きく
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低下させるなど、稚⾙育成の阻害要因についても知⾒が得られた。これらの知⾒は、淡⽔真珠振興計

画における喫緊の課題であった淡⽔真珠稚⾙育成の課題解決に資するとともに、SDGsの達成および

絶滅危惧種の保全にも貢献するものである。 

 
図 2.1.5 琵琶湖南湖のニゴロブナの全長と体重の分布 

 

2.1.2b.4 まとめ 

琵琶湖の⽔環境に係るステークホルダーと協働し、琵琶湖の⽔環境課題の解決に関する研究に取り組

んだ。既存のデータがなかった琵琶湖南湖の⿂類相データを地元漁協と協⼒して取得し、⽔質との関

連を明らかにした。当該結果は観測データに基づく知⾒として、⽔質と⽣態系の適切なバランス評価

に資する重要な成果であり、琵琶湖のみならず他⽔域への展開も期待できる。残る課題としては、利

⽔・治⽔等の観点から望ましい⽔質についても評価し、琵琶湖⽔質の適切なバランスを⾒出すことが

挙げられる。また、地⽅創⽣の観点から、地域資源活⽤に係る障壁の解消に向け、NIES の技術適⽤

の可否について調査・検討していくことも必要と考えられる。 

 

2.1.3 PJ1-3 離島における持続可能な社会構築の研究 

2.1.3.1 目的と経緯 

⽇本の縮図である国内の離島地域では⼈⼝減少・少⼦⾼齢化が進みインフラ維持が難しくなる中で、

カーボンニュートラル（Carbon Neutral : CN）の達成と同時に⽣物多様性の保全も求められている。離

島の例として⻑崎県五島市での持続可能な社会構築を⽀援することを⽬的とし、地域のステークホル

ダー（Stakeholder : SH）とともに課題を明らかにして、バランスの良い解決策を提⽰する研究を進め

た。 

 

2.1.3.2 方法 

五島市において有⼒な SH である市役所、商⼯会議所、農協、漁協などにヒアリングを実施し、五

島市の課題を分析し、下記の①から④について⽀援を⾏った。 

① 2050年までの五島市での脱炭素（カーボンニュートラル）計画⽀援 

② 沿岸域における藻場の再⽣とサンゴなど⾃然資源の保護と利活⽤（観光利⽤など）の⽅策の検討 

③ ⼈⼝減少下でのインフラ維持の計画⽀援（例：⼆次離島での排⽔処理、将来のごみ処理計

画、島内の公共交通の在り⽅など） 
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④ 市⺠へのアンケート調査や聞き取り調査による住⺠の意識調査とビジョン策定⽀援。 

 

2.1.3.3 結果と考察 

①については、PJ3-2 で作成した「CO2削減診断ツール」を五島市担当者に提供し、五島市特有の洋

上⾵⼒発電など新たな要素を組み込むとともに、五島市で重要となる船舶・航空のエネルギー消費量

推計の追加を⾏い、さらに基準とするエネルギー消費量データを 2020 年度に更新し、脱炭素施策を

検討するうえでの部⾨の包括性の向上を進めた。船舶・航空のエネルギー消費量を追加することで、

五島市のエネルギー消費量は 15%程度増加し、脱炭素施策を進めるうえでは、特に船舶における合成

燃料への転換や電化も重要な対策であることが⽰された。また、施策検討の基準年を 2015年から 2020

年へ更新することで、総エネルギー消費量が 11%減となり、省エネルギー等の取組の状況を踏まえな

がら施策検討ができるようになった。なお、エネルギー消費量推計は 2022 年度まで⾏っているが、

引き続き減少傾向が維持されており、新型コロナからの復旧のなかでも省エネルギー等が進んでいる

ことが推察される結果となっている。 

②については、五島市の⽟之浦地区を対象とし、物理環境の連続観測や⽔質、海藻群集、⾷害⽣物

の定期調査を実施した。また、⾼解像度（75m×75m）の 3次元の流動シミュレーションを適⽤した。

これらのデータを⽤いて、環境条件の観点から海藻の⽣育や藻場の保全活動に適した場所を推定した

（図 2.1.6）。その結果を地元の漁協や市役所⽔産課に⽰し、今後優先的に保全すべき地域の選定や⽔

温上昇シナリオにおける藻場保全の在り⽅について意⾒交換をした。 

⽟之浦地区の漁業者、漁協、市役所⽔産課などへの聞き取り調査の結果、漁業者間でも海洋環境の

変化に対する認識は異なり、漁業者が⾏って

きた環境保全につながる活動が⾏政からは

評価されてこなかったことを明らかにした。

漁協などでの説明会では、環境保全活動を効

果的に進めていくために科学的データを提

供・享受するだけではなく、漁業者がこれま

で⾏なってきた活動や海洋環境に関する認

識を共有・評価していくことが必要だという

ことを⾏政と漁業者の双⽅に理解してもら

うことができた。 

五島市多々良島の⻄海国⽴公園内で⾒つ

かったオオスリバチサンゴに関し、環境省⾃

然保護官などと協議し、環境省マリンワーカ

ー事業によりブイを設置し、環境省や⻑崎県

などと協⼒し五島市⻄海国⽴公園海域公園地区に保護レベル格上げ予定となった。また地元海洋レジ

ャー業者と協⼒し観光産業育成に取り組んだ。その他、壱岐市では「サンゴ礁を護る会」の設⽴を⽀

援し、環境省サンゴ礁⽣態系保全⾏動計画のモデル事業に採択された。また、壱岐対⾺国定公園区域

図 2.1.6 流動モデルによる最高水温、最低水温、

最低塩分の計算結果と選定された海藻藻場の優先

保全地域 
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の拡⼤により対⾺のサンゴ礁海域が、編⼊予定

となった。 

③については、⼆次離島における汚⽔管理

の現地調査を実施し、⼆次離島特有の課題を明

らかにした。さらに、持続可能な汚⽔管理シス

テムの構築に向けたロジックツリーを作成し

（図 2.1.7)、俯瞰的に地域課題への解決策を

提案した。具体例として、⼆次離島では収集運

搬⾞の使⽤頻度や地理条件により、⾞両が劣化

しやすいという特異な課題を抱えていたた

め、市の担当者と業者間の連絡を密にする必

要性等を提案した結果、速やかな情報共有を

⾏うことで、⾞両更新を円滑に進め、計画的

な収集の維持に貢献できた。 

廃棄物処理に関しては 2050 年の五島市における廃棄物系バイオマス（家畜ふん尿、⾷品残渣、し

尿・浄化槽汚泥）の発⽣量を推計し、廃棄物系バイオマスを原料とした嫌気性消化技術によるメタン

製造量を推計した。五島市内の運輸部⾨における脱炭素化シナリオとして、2050年の五島市における

乗⽤⾞および軽⾃動⾞をすべて圧縮天然ガス（CNG）⾞に置き換え、CNG を全量、廃棄物系バイオ

マス由来のメタンガスで賄うことが理論上は可能であることを明らかにした。 

地域交通に関して、現地 SH（⻑崎県・五島市・福江空港ターミナル（株）・五島市観光協会）らと

課題整理や将来を⾒据えた具体的な政策について協議を⾏った。社会実装のための⾃治体の適応⼒や

資⾦⼒に課題は残るものの、島⺠（特に交通弱者）と来島者のためには、「通院・買い物・通学」の需

要に対応できるようにバス路線や運⾏⽅法の⾒直しが必要であること、公共交通の存続、⼈⼝（労働

⼒）減や⾼齢化等の社会情勢の変化への対応として新技術（⾃動運転等）の導⼊などが重要であるこ

とが確認できた。これらを受けて、「①福江島の外周部を対象とした周遊バスルート、②五島つばき

空港から福江港・市街地への往復運⾏ルートの改善、③福江島市街地の巡回バスルート」等の新規バ

ス路線と効率化を提案した。 

④の⼈⽂社会系の研究者との共同研究では、五島市の将来ビジョン策定のための市⺠の意識調査（N

＝203）を⾏い、その解析では(1)希望する居住域として最多は圧倒的に「今の地区」であったことか

ら、五島市としては、福江⼀極集中よりも、各地区の特⾊を継承・発展させるような将来像が、住⺠

から望まれている可能性があること、(2)重要な（愛着を感じる）資源として「家族・親戚」に次ぐ 2

位が「海」、また「守りたいもの」としても⾃然環境の要素が突出したことから、海域利⽤、沿岸資源

利⽤に重点を置いて将来像を検討していくことが効果的である可能性があること、(3)またその際に

「かつての海」への愛着の強さ≒⽣態系シフトへの適応の困難さが抽出されたため、⽣態系シフトへ

の⼼理的適応を進めるような科学・政策コミュニケーションの重要性が⽰唆された。これらの調査結

果を市役所担当者に提⽰したところ、今後の政策の参考となると評価された。 

図 2.1.7 持続可能な汚水管理に向けた 

ロジックツリー 
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五島市では 2010 年代より戦略的な移住定住促進政策が展開され、地⽅創⽣の先進事例として着実

な成果を収めている。移住者は、独⾃のネットワークに基づいて、市街地を中⼼に新しい形態の飲⾷・

宿泊業に従事するなど、離島経済の活性化に寄与している。⼀⽅で、既存住⺠の中には、⼀連の施策

に対する批判的⾒解が散⾒され、移住者との間に軋轢が⽣じているケースもあることが確認された。

こうした背景のもとで、伝統的な地域コミュニティの実態を明らかにするために、本⼭地区⼤窄集落

を事例に⺠俗芸能「チャンココ」の継承について分析を⾏った 。市内の地域コミュニティはその歴

史を踏まえてなおも⾃⽴性を保持しているものの、少⼦⾼齢化の進展によりいずれにおいても伝統芸

能の存続が危機的状況にある。しかしながら⼤窄集落では、担い⼿の資格や伝承⽅法を柔軟に再定義

することで継承を継続していることがわかった。さらに、移住者が伝統芸能の担い⼿として能動的に

参画する事例では、既存住⺠との間に新たな協働関係が構築されており、コミュニティ再活性化の端

緒となる可能性が⽰唆された。 

 

2.1.3.4 まとめ 

⻑崎県五島市の脱炭素計画⽀援、藻場再⽣やサンゴの保護などの⾃然資源の保護と利活⽤、⼈⼝減

少下でのインフラ維持など課題について⽀援継続や対策案の提⽰を⾏い、実⾏可能な対策については

実⾏し、また、アンケート調査や聞き取り調査を活⽤し五島市の市⺠の意識や要望を市役所に伝え、

将来計画やビジョン策定に貢献した。 

五島市での研究成果をすぐには⼀般化できないが、離島は⽇本の縮図であり、将来の⽇本の姿を暗

⽰している部分もあるので、将来ビジョンを考えるうえでは参考になると考えられる。⼀⽅で地域研

究であるがゆえに⼀般化は難しく、また地域特有の事情があるため課題解決の⽅法も⼀般化できる部

分は少ない。この辺り地域性と普遍性をどのように研究として昇華していくかが今後の課題となると

考えられる。 
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2.2 PJ2 地域との協働による環境効率の高い技術・システムの提案と評価 

2.2.1 PJ2-1 持続可能な産業・都市実現のための技術・制度の提案と社会実装システムの検討 

2.2.1.1 目的と経緯 

カーボンニュートラル（CN）の早期達成が急務となっている。なかでも Hard-to-abate産業と呼ば

れる鉄鋼、化学、セメント、製紙などの素材産業は、CNの実現が困難な対象とされている。そのう

ち化学産業やその製品であるプラスチックについては、CNの達成⽅法が多様であり、最適化を図る

余地が⼤きい。これまでは、プラスチックの 3R（リデュース、リユース、リサイクル）が⾏われてき

たが、国内外のプラスチックを取り巻く状況は、CNとは⼤きく乖離しており、途上国では廃棄物の

埋⽴地のひっ迫やその周辺への環境影響、海洋プラスチック問題などの課題も⼭積している。 

⼀⽅、国内では廃棄物処理を担う⾃治体の財政難もあり、効率的な処理と資源循環の両⽴が課題と

なっている。リサイクル困難な廃棄物は焼却処理が⾏われてきたが、その際のエネルギー回収⽅法は、

⼩規模で分散⽴地する焼却施設における発電が中⼼であり、エクセルギー効率の観点から意味のある、

産業が必要とする数 100℃を⼤きく超える温度帯への蒸気供給は、極めて限定的である。 

CN と資源循環、そして廃棄物処理の効率化に向けた解決策として、LCCN（ライフサイクルカー

ボンニュートラル）と呼ぶ、廃棄物焼却・蒸気供給に、CCU（⼆酸化炭素の回収・利⽤）を組み合わ

せて、プラスチック、合成ゴム、合成繊維等の製造から廃棄・資源循環に⾄るライフサイクル全体の

CNを効率的に⾏う仕組みを提案（図 2.2.1）し、その効果を評価するとともに、LCCNの国内外で

の社会実装に向けて取り組んできた。 

 

図 2.2.1 化学産業等と廃棄物セクターのカーボンニュートラル化を目指す LCCNの概要 
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2.2.1.2 方法 

(1) LCCNの実施による CO2排出削減と経済的効果 

雑多な可燃物の混合物でリサイクルが困難であり、焼却が避けられない廃棄物を対象とする。従来

であれば、各⾃治体等が運営する、その多くは⼩規模な施設で焼却・発電が⾏われてきた。⼀⽅ LCCN

は、2 段階に分けて実装することを想定している。1 段階⽬として、化学コンビナートのような蒸気

需要の⼤きな場所（100℃〜300℃程度の⼤規模な蒸気需要が存在する地域であれば、製紙⼯場など必

ずしも化学コンビナートでなくてもよい）に、⼤型の焼却施設を建設し、蒸気供給を⾏うことを想定

する。コンビナート側では発電と蒸気供給を併⽤するコジェネレーションが⾏われているケースも多

く、通常の焼却炉では供給できない⾼温・⾼圧の蒸気が使⽤されている場合もあるため、その対策に

ついても検討する。コンビナートで廃棄物が⼤規模・集約的に焼却されていれば、CO2 はその場で

CCU により化学原料として利⽤可能である。CO2 を液化して遠くまで輸送する必要がないため、エ

ネルギーと経済性の両⾯で有利である。この状況を、LCCN Readyと呼ぶ。 

2 段階⽬として、現在は⾼価で供給体制の整っていないグリーン⽔素が、将来低価格化が進み、⼤量

供給が可能になるにつれて、CCUの実施割合を増やしていく。後述するように、1段階⽬でも従来の

焼却・発電に⽐べて⼤きな CO2削減効果が得られ、経済的にも⼤きなメリットが得られるが、この経

済性を活かして CCUに投資をしていくことで、無理なく、しかしある程度迅速に CNを達成できる

と考えられる。 

評価は熱⼒学的な観点に基づくエネルギー収⽀の分析、それに伴う化⽯燃料消費の変化と関連する

CO2排出量の変化、⽂献情報等を参考に⾏った施設の建設、運転経費、LCCNにおいて必要となる焼

却対象廃棄物の広域輸送⼯程のモデル化による CO2 排出量及び費⽤の評価などを⾏った。また、

LCCNによるプラスチック製造の効率性を明らかにするため、廃プラスチックをガス化して基礎化学

原料であるメタノールを製造する場合と、LCCNでメタノールを製造するケースにおいて、グリーン

⽔素の消費量の⽐較を⾏った。 

(2) LCCNの社会実装に向けた活動 

⼀般に廃棄物処理施設は建設すると 25 年程度は運転を継続することになり、更に基幹的な改良に

よって 10 年以上延命される場合もある。これから建設される施設は 2050 年においても稼働してい

る可能性が⾼い。従って出来るだけ速やかにCNに対応した施設を選択することが重要である。LCCN

⼜は LCCN Ready の社会実装を進めるため、国の省庁、蒸気のオフテイカーとなり得る化学会社や

製紙会社、廃棄物の処理・循環利⽤に関わる⾃治体や廃棄物処理事業者、製品や容器包装にプラスチ

ックを利⽤する製造事業者や⼩売業者、関連する業界団体等との打ち合わせを多数開催し、そのうち

条件の整った地域（海外を含む）では、実装に向けた詳細な検討を開始した。また、2024年 12⽉に

⼀般社団法⼈ LCCN 推進研究会を設⽴し、産官学の連携による技術的検討や実装に向けた議論を⾏

う場を設けている。 

 

2.2.1.3 結果と考察 

(1) LCCNの実施による CO2排出削減と経済的効果 
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 廃棄物焼却施設から化学コンビナート等に蒸気を供給する場合のシステムについて、図 2.2.2 に化

学産業等と廃棄物セクターのカーボンニュートラル化を⽬指す LCCN の概要を⽰す。焼却施設にお

いて 500℃・10MPa級の⾼温⾼圧蒸気を製造することは、ボイラ配管の腐⾷問題から通常は困難であ

る。従来のコジェネレーションは発電時に不可避な排熱を有効利⽤することで⾼効率化を図ってきた

が、再⽣可能エネルギーが主流化する将来においては、燃料による発電⾃体の必要性が低下し、コジ

ェネの意義も相対的に縮⼩する可能性がある。ただし過渡期には、既存の⼯場コジェネ設備へ⼤規模

に蒸気供給する必要が⽣じる場⾯も想定される。⾼発熱量・低塩素濃度の廃棄物固形燃料はセメント

キルン等の超⾼温需要に優先活⽤すべきであるが、500℃級の蒸気は家庭から排出される発熱量の低

い⼀般廃棄物（塩素濃度が 0.3%程度と低い）からも製造可能である。具体的には焼却炉に独⽴過熱

器を設け、廃棄物が持つ低位発熱量の最⼤ 2 割程度の清浄燃料（都市ガス、バイオメタン、⽔素等）

で追い炊きすれば昇温できる。ただし⾼圧化に伴う耐腐⾷・耐圧強化が課題となる。⼀⽅、300℃未

満の蒸気は化学・製紙産業に広く利⽤され、塩素濃度の⾼い産業廃棄物も含めて、低品位廃棄物熱の 

活⽤先として有望である。 

 

 
図 2.2.2 廃棄物焼却施設から化学・製紙工場等への蒸気供給方法 

 

図 2.2.3 に、2 段階で LCCN を導⼊する場合の CO2削減効果と費⽤の節約効果（1 段階⽬）を⽰

す。⼀般廃棄物と産業廃棄物を併せて 3000万 t/年が焼却されている場合、従来の焼却・発電をベー

スラインとした場合、コンビナートのような⼤規模⼯場（群）に廃棄物を輸送するための費⽤の増加

を踏まえても、2500億円/年程度の節約となり、⼯場の蒸気供給が化⽯燃料で⾏われている場合には、

2000 万 t-CO2/年程度の排出削減に貢献する。2 段階⽬の経済性は図に⽰されていないが、グリーン

⽔素が 60円/Nm3-H2 といった価格であれば、ケミカルリサイクルに対しても LCCNは⼗分に競争⼒

を持つと評価された。 
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図 2.2.3 焼却・発電と比較した LCCNの CO2削減及び経済性の評価 

 

2.2.1.4 まとめ 

化学産業と廃棄物セクターの CN 化の同時実現に貢献する、最も効率的な⼿段となり得る LCCN

の仕組みを提案し、その効果を評価して⽰すとともに、社会実装に向けて国内外で取り組んだ。リサ

イクルの⾼度化と並⾏して LCCNの社会実装を進めることで、CNへの移⾏を効率的に進め、廃棄物

に関わる地域の課題の⼀部も解決されることが期待される。引き続きこの活動に取り組んでいく予定

である。 

 

2.2.2a PJ2-2a 過疎化・都市化による地域排水処理システムの再構築に資する研究 

2.2.2a.1 目的と経緯 

本研究は、少⼦⾼齢化の進⾏、⼈⼝減少の定着、財政・⼈材⾯の制約といった社会構造の変化の中

で、地域ごとに汚⽔管理サービスの供給能⼒と住⺠ニーズの間に⽣じている不均衡を科学的根拠に基

づき可視化し、地域ステークホルダーの意⾒も踏まえた地域共創型の課題解決に向けた道筋を明らか

にすることを⽬的として推進してきた。従来、⽇本の⽣活排⽔の管理は下⽔道整備を主軸として発展

してきたが、地域条件の多様化により、⼀律の整備・運転では効率性や環境効果が⼗分に発揮されな

い状況が各地で顕在化している。特に、基礎⾃治体単位での負荷の発⽣・流⼊・処理の実態を全国横

断で⽐較可能な形で把握できる情報基盤が⽋落しており、意思決定は個別事例や断⽚的統計に依存し

がちであった。 

これに対し、本研究では今期 5年間を通して、（1）全国の基礎⾃治体を対象に⽣活排⽔由来の窒素
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排出と処理系統への流⼊プロセスを定量化する評価モデル（以下、全国モデル）を新たに構築し、公

開データセットとして整備・提供すること、（2）代表的な離島地域（⻑崎県五島市）において地域ス

テークホルダーと協働し、社会実装へつながる意思決定⽀援の枠組み（ロジックツリー）を具体化す

ること、（3）離島全体への⼀般化の道筋を⽰すこと、を到達⽬標として設定した。 

 

2.2.2a.2 方法 

全国モデルの開発にあたっては、既存の公的統計を⽤いて、基礎⾃治体単位で下⽔道・合併浄化槽、

コミュニティープラント、その他処理施設や汲取り式トイレ（計画収集）といった処理系統別の利⽤

⼈⼝データと、たんぱく質摂取量に基づき 1⼈あたりの窒素排泄量を整備し、⾃治体別に⽣活排⽔中

の窒素排出量（発⽣）と処理系統への配分（流⼊）を推計した。変数定義と計算⼿順を標準化し、⾃

治体間での⽐較可能性と再現性を担保したうえで、窒素インベントリ（NIMPO-SISF）として機関リ

ポジトリ（https://doi.org/10.17595/20250109.001）から公開した。公開パッケージには、⼊⼒デー

タの出所、推計パラメータ、式、単位系、集計⼿順、想定される限界と解釈上の注意を付属⽂書とし

て収め、第三者が同じ⼊⼒から同じ出⼒を再現できる透明性を確保した。検証では、下⽔道統計の関

連データと照合することで推計値と実測値の関係を確認した。都道府県単位での集計により、推計値

が過⼤な⾃治体と過少な⾃治体を明らかにするとともに、これらの乖離の要因について考察した（岡

寺ら、2024）。 

 社会実装に向けた地域適⽤では、⻑崎県五島市を対象とした継続的な現地調査において、⾏政（⽣

活環境）、事業者（し尿・汚泥収集運搬業者）、関係団体、住⺠等のステークホルダーと対話を通じて、

地域課題・資源・実施体制・合意形成プロセスなどの汚⽔管理の現状に基づいて、ロジックツリーを

作成・更新した。処理技術だけにとどまらず、し尿や汚泥収集運搬の体制維持、⼈材や財源確保、既

存計画（⼀般廃棄物計画、県構想等）との整合、住⺠の⽣活様式との適合性など、実装に不可⽋なソ

フト⾯の条件を具体化し、意思決定の前提を共有することを重視した。ロジックツリーは、福江衛⽣

センターへの情報共有とフィードバックを経て磨き込み、現場の知と研究知の往復により実効性を⾼

めた。また、⼀般化の検討としては、全国の離島に関する統計を整備し、汚⽔処理施設の普及率やし

尿の適切管理カバレッジの 2指標による類型化を実施した。 

 

2.2.2a.3 結果と考察 

第⼀に、全国モデルの整備と公開により、基礎⾃治体単位で、汚⽔処理ニーズ（発⽣・流⼊）と既

存サービス（処理能⼒・カバー率）の乖離を定量的に可視化できるようになった。これにより、従来

は個々の⾃治体内部でのみ認識されがちであった不均衡が、都道府県・地⽅ブロック等の広域視点で

も⽐較可能となり、政府レベルでの地⽅政策判断の科学的根拠が強化された。公開データセットは、

⾃治体・研究機関・教育機関における横断的活⽤を促し、客観的議論の共通の⼟台としての活⽤も期

待できる。 

 第⼆に、離島を対象とした分析から、汚⽔処理⼈⼝⽐率が⾼い地域と低い地域が明確に⼆極化して

いること、し尿処理については多くの島で⾼いカバレッジが確保されている⼀⽅で、汚⽔処理システ

https://doi.org/10.17595/20250109.001
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ムの選択・維持には地理的分散や⼈⼝規模が強い制約条件として作⽤していることが⽰された。五島

市は、全⼈⼝に対するし尿の収集運搬と処理が適切に達成されつつ、離島ごとに汚⽔処理状況が異な

るという多様性を内包しており、他地域の離島が直⾯する課題を集約的に検討する“モデル地域”とな

りうることも確認された。離島類型化の結果は、政策介⼊の優先度付けや、離島の条件に適合した技

術・運⽤の組み合わせを検討する際の初期条件として有効と考えらえられる。 

 第三に、五島市でのロジックツリーの社会実装プロセスを通じて、技術的整備のみでは持続可能性

が確保できないことが再確認された。すなわち、①計画の定期的⾒直しとモニタリング、②部局横断・

事業者間の役割分担の明確化、③外部専⾨知・先進事例の計画段階からの活⽤、④財源・⼈材の確保

とスキル継承、⑤住⺠参加型の合意形成、というソフト⾯の要件が、技術選択と⼀体で設計されて初

めて、⻑期的な運⽤最適化と環境効果の両⽴が実現する。ロジックツリーは、これらの要件を構造化

し、意思決定過程の透明化と説明責任の確保に資するツールとして、⾏政内外の対話のハブとなり得

ることが⽰唆された。福江衛⽣センターでの情報共有・フィードバックのプロセスは、現場の制約や

優先順位を早期に織り込むうえで有効であり、施策の実装可能性を⾼めた。 

 第四に、学術・社会的アウトカムも着実に積み上がった。全国データセットの公開と査読論⽂の発

表により、データと⽅法の再現性が広く担保され、学会・専⾨誌での発信やポスター賞の受賞（⼩野

寺・岡寺、2024）等を通じて、研究成果の信頼性と社会的認知が向上した。これらのアウトカムは、

データ公開（透明性）、地域適⽤（実証）、政策的含意の整理（翻訳）の三層が相互に補強し合うこと

で成⽴しており、今後の実装拡⼤に資するエビデンス連鎖を形成している。特に、⾃治体・事業者と

の協働を経て得られたフィードバックは、ロジックツリーの改善に直結し、研究開発のループを短縮

する効果をもたらした。 

 また、離島統計の整備では、離島振興法に基づく指定離島 254島を含む計 303 島（319地域）を対

象に、⼈⼝・処理⽅式・し尿管理の状況等を体系的に収集・整理した。この基盤により、離島の地域

特性に依拠した施策⽴案の準備性が⾼まった。 

 

2.2.2a.4 まとめ 

本研究は、（1）全国⼀貫の定量モデルと公開データセットにより地域間⽐較可能な可視化を実現し、

（2）五島市を中核とする離島での社会実装プロセスを通じて現場適合性の⾼い意思決定⽀援アプロ

ーチを提⽰し、（3）離島類型化により同アプローチの横展開の整理を進めた点で、5年間の到達⽬標

を概ね達成した。将来的な研究課題として、評価対象物質の拡張（リン・有機物等）、運転データに基

づく動的最適化、流域の⽔質・⽣物多様性指標との統合、温室効果ガスやエネルギー消費を含む統合

評価への展開が挙げられる。また、⼈⼝減少下での施設再編（統廃合・広域連携）や、し尿・汚泥の

広域受⼊、低負荷運転への移⾏といった実装選択肢の効果検証などを⾃治体と共同で実施できれば、

更なる社会実装も期待できる。さらに、公開データとツール群を教育・研修に組み込み、⾃治体職員・

事業者・住⺠のデータリテラシーと対話能⼒の底上げを図ることで、地域共創の実装⼒を持続的に⾼

めることも肝要と考えられる。 
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2.2.2b PJ2-2b 生活排水処理施設の技術的評価と持続的利活用に関する研究 

2.2.2b.1 目的と経緯 

 国内では地⽅都市での⼈⼝減少が⽣じており、市⺠の⽣活を⽀える重要なインフラである排⽔処理

施設や、し尿・浄化槽汚泥処理施設の運⽤に問題が⽣じている。そこで、既存の排⽔処理施設の運⽤

状況の調査を⾏い、持続可能な運⽤に向けた問題点の抽出を⾏った。加えて、排⽔処理インフラの持

続的な維持や利活⽤に向けた具体的な取り組みとして、⼈⼝減少に対応したダウンサイジング型の排

⽔処理システムの導⼊とその技術的な評価、下⽔道運営の最適化・共同化の⼀環として実施した、し

尿等（⽣し尿、浄化槽汚泥）の下⽔道への受け⼊れに関する技術的な評価と⽀援を⾏った。さらに、

⾃治体の担当者が排⽔処理インフラの健全性を評価、認識するためのWEB診断ツールの開発とツー

ルを⽤いた評価を実施した。 

 

2.2.2b.2 方法 

①徳島県阿南市、那賀町を対象として、⽣活排⽔処理インフラである下⽔道、農業集落排⽔施設、浄

化槽の運⽤状況の調査を⾏い、それぞれの処理施設の抱える問題点を抽出することで、持続可能な運

⽤に向けた提⾔を⾏った。 

②徳島県旧吉野川流域下⽔道の運営戦略に基づいた、汚⽔処理の最適化、広域化・共同化の⼀環とし

て実施した、し尿等（⽣し尿、浄化槽汚泥）の下⽔道への受け⼊れに関する処理⽔質安定化のための

技術的な⽀援を実施した。 

③⾼知県須崎市に導⼊された流⼊排⽔量の減少に対応し得るダウンサイジング型の排⽔処理システ

ムについて、その排⽔処理性能、消費電⼒の抑制効果を評価すると共に、処理の安定化のための技術

的な⽀援を実施した。 

④四⾃治体の担当者がWEBでの設問で排⽔処理施設の基礎的な情報を選択することで、現在の運⽤

状況の健全性（⽔質、電⼒消費など）を認識する事が可能な診断ツールを作成すると共に、実際の処

理施設（9箇所程度）について評価を実施し、ツールの有効性を検証した。 

 

2.2.2b.3 結果と考察 

四国地域は、⼭間部が多く集落が点在するなどの地理的・⼈⼝的な要因や、台⾵などの浸⽔被害に

対応するための対策が優先されてきた等の歴史的・環境的要因から、下⽔道の整備が遅れてきた。そ

こで①として、徳島県阿南市などを中⼼に既存の排⽔処理施設の運⽤状況の調査を⾏い、⾃治体の担

当部署や維持管理者などとの意⾒交換を⾏うことで排⽔処理インフラの持続的な利⽤に関する課題

を整理した。図 2.2.4 には、阿南市における汚⽔処理⼈⼝普及率の詳細を⽰した。阿南市の R6年度

の汚⽔処理⼈⼝普及率は 64.7%と全国平均の 93.7%と⽐較して低い。また、流域下⽔道の割合は⼈⼝

⽐で 6.8％と⾮常に低く、⼀⽅、分散型の排⽔処理である農業集落排⽔処理施設（4.3％）、コミュニテ

ィープラント（1.6%）、浄化槽（36.6％）、などへの依存度が⾼い。 
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図 2.2.4 徳島県阿南市における処理施設毎の汚水処理人口普及率 

 

阿南市では 2011 年より流域下⽔道の共⽤が開始されたが、接続率は 60%程度にとどまっている。

ヒアリング結果から、初期費⽤が⾼いなどの要因により、⾼齢化世帯では、単独浄化槽からの切り替

えが進まないことが明らかになった。特に⼈⼝減少や⾼齢化が進⾏する地⽅都市では、初期費⽤（下

⽔本管への接続費⽤）の負担をどのように措置するかが有効な施設活⽤のために必要といえる。市内

では農業集落排⽔施設も 2 箇所運⽤されており、処理⼈⼝は下⽔道の 63%程度と⼤きい。当該施設

では接続率は充⾜できているものの、料⾦徴収でまかなえるのは、維持費の 1/3〜1/4 程度であるこ

と、使⽤料⾦の算定法も⽔量でなく⼾数、⼈数での算定と下⽔道と異なるなど、今後の運⽤継続、事

業の統合上の問題点が明らかになった。コミュニティープラントも 4箇所運⽤されているが、維持管

理は市の担当者が実施しており、⼈的資源の乏しさによる処理⽔質の不安定化が観察された。また運

⽤費⽤についても下⽔道や農業集落排⽔施設の様に税⾦による補填がないため、⽔質管理や将来的な

施設維持・運⽤について⼤きな懸念がある事が明らかになった。 

以上の結果より、複数種の排⽔処理施設が、それぞれ異なる部署（⼟⽊課、農村課、環境課など）

で運⽤されている事が、持続的・効率的な運⽤の⾜かせとなっている事、また、⾼齢化が新たな排⽔

処理インフラの導⼊や運⽤の阻害要因となっていることが明らかになった。 

 

②徳島県旧吉野川流域下⽔道（⽇処理量 4,600 m3）では、汚⽔処理の最適化の検討の中で、⽼朽化し

ており建設コストの⾼い、し尿処理場を廃⽌すると共に、処理容量に余裕のある下⽔道への受け⼊れ

を計画し、令和 3年度にし尿・浄化槽汚泥の受け⼊れの実施に⾄った（図 2.2.5）。我々は、徳島県か

らの要請を受け、し尿等の性状や終末処理場の運転状況から、負荷増⼤に伴う処理⽔質悪化への影響

回避と、処理設備における微⽣物馴致を考慮した、し尿等の段階的な投⼊案を策定し、実規模での⽔

質の安定性を評価した。 

 

図 2.2.5 し尿等の受け入れに関わる施設の概要と処理フロー 
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し尿等をし渣除去、下⽔排除基準に適合するように 30 倍希釈を⾏った後、段階的に投⼊量を増加

させる⽅式で受け⼊れることで、終末処理場の A2O 法における微⽣物馴致を促し、⼤きく⽔質が悪

化すること無く、当初の計画のし尿等の受け⼊れ量（30 m3/⽇、希釈後 900 m3/⽇）を達成すること

が出来た。当初の予定よりも早い、し尿等の流⼊量の急激な増加により、⼀時的に終末処理場の処理

⽔質の悪化（T-P濃度の増加）が観察され、微⽣物馴致、⽔質管理の観点からし尿等の段階投⼊の重

要性が⽰唆された（珠坪ら、⽤⽔と廃⽔、2022）。 

 

③⾼知県須崎市で運⽤している下⽔処理施設において、⼈⼝減少のため流⼊排⽔量が減少し（400〜

500 m3/⽇と設計値の 1/3）処理単位コスト・エネルギーが増加した事、既存の処理施設（活性汚泥

法）も耐震化のための更新が必要であり、省エネ・低コストな処理⽅式を求めていた。 

 

図 2.2.6 高知県須崎市に実規模導入されたダウンサイジング型排水処理施設（DHS） 

 

そこで処理設備のダウンサイジング、低炭素化を⽬指して国⼟交通省の事業（B-DASH）で導⼊さ

れた排⽔処理設備（図 2.2.6, DHS好気性ろ床:国⽴環境研究所も技術開発に貢献）について、⾼知県

須崎市、⺠間企業と連携し、処理⽔質等の通年での安定性や電⼒消費に関するデータを取得した。 

その結果、夏期に加え、微⽣物活性の低下する冬期を含めて排出基準である BOD 15 mg/Lを満

たすこと、処理装置の更なる安定化のために、排⽔分散の最適化を図ることが必要である事を⾒い

だし、適切な装置構造に関する特許を⺠間企業と連携して取得した（特許 7548531）。 

javascript:void(0)
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図 2.2.7 実証技術と従来技術との電力消費量の比較 

 

図 2.2.7 には実証技術（DHS）と従来技術（活性汚泥法）の消費電⼒の⽐較を⽰した。ダウンサイ

ジングに加え、DHS ではスポンジ担体を充填した処理槽に排⽔を滴下し、⾃然通気で酸素を供給で

きる構造であり曝気電⼒を⼤幅に削減できること、担体には⾼濃度に汚泥（汚濁物質を分解する微⽣

物）を保持することが可能であり、結果低い F/M⽐（Food to Microorganism ratio）が保たれ、余剰

汚泥の発⽣量が削減されるなどの複合的な効果から通年では 86%、⽔質が悪化しやすく電⼒消費量

の増える冬期においても 83%の電⼒削減が図られることが明らかになった。これより、処理規模の適

正化、省エネルギー化を図ることで、維持管理コストの削減による持続的な排⽔処理施設の利⽤や処

理の低炭素化に寄与できることが実規模の実証試験で明らかになった。 

 

④専⾨的な知識に乏しい⾏政担当者が、排⽔処理施設の運⽤状況の健全性、⾒直しの要否を評価可能

な診断ツールの開発を⾏うと共に、⾃治体の協⼒を得てツールの最適化とそれを⽤いた診断を実施し

た（図 2.2.8）。 

具体的には、和歌⼭県御坊市、⼭⼝県周南市の協⼒を得て、現在運⽤中の排⽔処理施設 10 箇所に

対して診断を⾏った。⼈⼝減少地域という事もあり、9施設で運転上、設備上の⾒直しが必要という

結果が得られた。中でも電⼒消費が多く（2.0 kWh/m3 以上）運転管理上の問題が確認された 3 施設

について、運⽤の実態についてヒアリングを実施した。その結果、いずれの施設も維持管理上の問題

がある事を認識できていたが、特に⾃治体が直接管理している設備では、間⽋曝気運転など電⼒消費

削減に対する運転上の条件最適化が不⼗分である事が明らかになった。外部の維持管理業者に施設の

維持管理を委託している場合についても、消費エネルギー（経済性、持続性）よりも、処理⽔質に重

きを置いた管理を⾏っている実態が明らかになり、エネルギー削減を⾏えた場合のインセンティブを

業者側に与えるなどの措置を執ることで、運転の最適化が進む可能性が⽰された。 
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図 2.2.8 排水処理施設の健全性診断ツールの開発 

 

2.2.2b.4 まとめ 

⼈⼝減少の進む地⽅都市における⽣活排⽔処理施設の運⽤、維持管理に関する情報収集、調査、解

析を⾏うことで、施設維持に関する問題点を明らかにすると共に持続可能な運⽤のための幾つかの対

策案の提案と、実規模での実証（下⽔道へのし尿等の受け⼊れ、ダウンサイジング施設の導⼊）を通

じた効果の検証を⾏うことができ、当初の⽬標を達成した。⼀⽅、⾃治体担当部署の縦割り、⼈材不

⾜による不⼗分な現状把握などの課題も多く残されている。様々な知⾒を参照できる様な仕組み、⾃

治体の枠を超えた知⾒の共有や連携が今後必要であろう。 

 

2.2.3 PJ2-3 人口減少・高齢化社会における持続的な廃棄物処理システムの検討・提示 

2.2.3.1 目的と経緯 

⽇本の⼈⼝は 2008年に 1億 2,800万⼈に達した後、減少し始めた。2015年の国勢調査によると、

⽇本の⾼齢化率は平均すると約 27％だが、地域によっては⾼齢化が急速に進んでおり、全国 1,747⾃

治体のうち 221⾃治体で⾼齢化率が 40％を超えている。⼈⼝減少と⾼齢化は、廃棄物処理事業に様々

な影響を与える可能性があり、使⽤済み紙おむつ排出量の増加は今後、深刻な問題となる可能性があ

る。⼈⼝減少と⾼齢化に伴って使⽤済み紙おむつが将来的にどの程度、排出されるのかを三重県をケ

ーススタディ地域として推計した。 

⼈⼝減少・⾼齢化社会において、廃棄物処理を効率化するため、焼却ごみを削減する必要がある。

2050 年脱炭素社会の実現に向けては、サーキュラーエコノミーの考え⽅から、可能な限り資源化を

進め、資源投⼊量と廃棄物の最⼩化を⽬指していく必要がある。現在、⽣ごみなど廃棄物系バイオマ

スは主に焼却処理されているが、今後は、⽣ごみの焼却処理量を極⼩化していく社会を描く必要があ

る。⽣ごみ資源化事業の好事例を参考に、事業活動を取り巻く多様なステークホルダーに関わる「地

域資本」や、事業活動が⽣み出す「価値」についてロジックモデルを⽤いて可視化し、資本や価値の

好循環につながるポイントや、安定的な事業運営に向けたポイントを解説するガイダンスを作成した。 

 

2.2.3.2 方法 

（1）将来の使⽤済み紙おむつ排出量推計 

全国規模でオンライン調査を実施し、乳幼児⽤および⼤⼈⽤使⽤済み紙おむつの使⽤状況を収集し



 27 

た。オンライン調査では、年齢階層、世帯属性、要介護度別の使⽤枚数や交換頻度、排泄物を含んだ

状態での重量などを把握し、⼀⼈当たりの使⽤済み紙おむつ排出量（原単位）を算出した。原単位を

年齢区分や介護度区分ごとに整理し、将来推計の基礎データとした。 

次に、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の将来推計⼈⼝を⽤いて、2045 年までの年齢階層別⼈⼝お

よび要介護認定者数の変化を反映させた推計モデルを構築した。具体的には、各年次における対象⼈

⼝に原単位を乗じることで、乳幼児⽤と⼤⼈⽤それぞれの使⽤済み紙おむつ排出量を算出し、三重県

内の使⽤済み紙おむつ排出量を市町単位で推計した。また、排出量の変化が焼却ごみ全体に占める割

合や焼却処理に与える影響を評価するため、廃棄物組成や低位発熱量の変化も分析対象とした。 

さらに、将来的な製品軽量化を想定したシナリオ分析も⾏った。紙おむつ製品が⼀定割合で軽量化

した場合の使⽤済み紙おむつ排出量や発熱量の変化を再計算し、焼却施設の運転条件やエネルギー回

収効率への影響を⽐較検討した。 

 

（2）⽣ごみ循環を基調とした地域共創に関するガイダンス 

リサイクル率全国 1 位を 16回達成してきた⿅児島県⼤崎町をケーススタディ地域として、⼤崎町

における⼀般廃棄物処理事業に着⽬した。⼤崎町における⼀般廃棄物処理事業に係る地域資本および

創出価値を描出するロジックモデルを作成するため、⼤崎町内の廃棄物処理に係るステークホルダー

を招聘し、ワークショップを開催した。⼤崎町では町⺠および事業者が⼀般廃棄物を 28 品⽬に分別

しており、この分別活動が様々な価値を創出してきたと考えられる。ワークショップの論点として、

①なぜ、分別の継続が出来ているのか、②その背景となる地域の⽂化、社会的特性と地域資本、③社

会的な影響（効果）として、ステークホルダー別に論点の整理を⾏った。上記論点から、ワークショ

ップへの招聘者として、①歴代の⾏政職員・事業者、②歴代の住⺠代表、③歴史・⽂化に詳しい⽅、

④教育関係者、⑤分別の当事者を対象とした。ワークショップでは、趣旨を説明した後、論点を提⽰

し、招聘者に発⾔を求める対話形式でのワークショップとした。 

本研究を円滑に遂⾏するため、2022 年 2⽉に⼀般社団法⼈⼤崎町 SDGs 推進協議会と国⽴環境研

究所が共同研究契約（⼤崎町における資源循環・廃棄物処理システムがもたらす多⾯的価値の評価に

関する研究）を締結した。さらに、2025年 1 ⽉に⼤崎町と国⽴環境研究所が連携協定を締結した。 

 

2.2.3.3 結果と考察 

（1）将来の使⽤済み紙おむつ排出量推計 

三重県内の⾃治体における将来の使⽤済み紙おむつ排出量を推計した結果、全体として排出量は増

加傾向を⽰すと推定された。これは、総⼈⼝は減少に向かうものの、⾼齢化の進展により⼤⼈⽤使⽤

済み紙おむつの需要が増加するためである。とくに⼤⼈⽤紙おむつは、介護レベルが⾼いほど⼀⼈当

たりの消費量が⼤きく、要介護度の⾼い⾼齢者⼈⼝の⽐率が⾼まる⾃治体では排出量が顕著に増加し

た。対して乳幼児⽤使⽤済み紙おむつは出⽣数の減少を反映して多くの地域で減少傾向を⽰し、⾃治

体ごとに変動はあるものの、全体量としては⼤⼈⽤使⽤済み紙おむつの増加がそれを上回った。 

三重県を対象としたケーススタディでは、2015年と⽐較して 2045年の⼤⼈⽤使⽤済み紙おむつ排
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出量は約 50％増加する地域が多いと推計された。北部では⾼齢者⼈⼝の増加が続くため排出量が増

加する⼀⽅、南部では⾼齢⼈⼝⾃体が減少する地域もあり、ピークを迎えた後に排出量が減少する傾

向も⾒られた。また、乳幼児⼈⼝が増加すると予想される朝⽇町を除き、すべての⾃治体で乳幼児⽤

使⽤済み紙おむつの排出量は⼤幅に減少すると推計された。 

⼈⼝減少により可燃ごみ総量が減少する⼀⽅で使⽤済み紙おむつ排出量が増加するため、可燃ごみ

に占める使⽤済み紙おむつの割合は 2045年にはほとんどの⾃治体で増加する⾒込みであり、2045年

の可燃ごみに占める使⽤済み紙おむつの割合は北部で 10％前後、南部で 15〜20％に達すると推計さ

れた（図 2.2.9）。 

 ⼤⼈⽤使⽤済み紙おむつの低位発熱量は、可燃ごみと⼤差ないことが確認された。これは紙おむつ

製品の構成材料（パルプ、⾼吸⽔性ポリマー、プラスチック）が⽐較的⾼い発熱量を保つためである。

⼀⽅で、乳幼児⽤紙おむつは相対的に尿や便を多く含むため含⽔率が⾼く、低位発熱量が低くなる傾

向がある。さらに将来シナリオとして、使い捨ておむつ製品が技術進歩により将来軽量化すると仮定

した場合、その重量の低減は低位発熱量にも⼤きく影響すると⽰された。紙おむつ製品の重量が 2045

年に 50％減少するシナリオでは、成⼈および乳幼児⽤おむつの低位発熱量が⼤幅に低下し、可燃ご

み全体の低位発熱量も最⼤で約 10％低下することが推定された。この結果から、紙おむつ製品の構

造変化は焼却プロセスの条件変更やエネルギー回収計画への影響を無視できない要因となる。 

 
図 2.2.9 2015 年および 2045 年における三重県での可燃ごみ排出量に占める使用済み紙おむつ排

出量の割合 

 

（2）⽣ごみ循環を基調とした地域共創に関するガイダンス 

本ガイダンス「⽣ごみ循環を基調とした地域共創に関するガイダンス」（2026年 3⽉、国⽴環境研

究所）は、メタン化事業および堆肥化事業を通じた⽣ごみ資源化を軸に、地域における持続可能な循

環型社会の構築と多⾯的な価値創出を実現するための考え⽅と実践⼿順を体系化した⼿引きである。

従来主流であった焼却中⼼の廃棄物処理から、資源循環を基調とする仕組みへと移⾏する必要があり、

FY2025 FY2045
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とりわけ⽣ごみを含む廃棄物系バイオマスの資源化が重要なテーマとした。本ガイダンスは、単にメ

タンガスや堆肥の⽣成量といったアウトプットに着⽬するのではなく、事業を通じて創出される環

境・社会・経済的な「アウトカム（創出価値）」に注⽬する点に特徴がある。対象は、メタン化事業・

堆肥化事業の導⼊を検討する⾃治体や⺠間事業者、あるいは既存事業の価値を再整理し持続可能性を

⾼めたい主体であり、⼀般廃棄物・産業廃棄物に含まれる厨芥類、下⽔汚泥、家畜ふん尿などを扱う

事業が想定される。また、事業主体だけでなく、住⺠、地域事業者、⾏政、観光客、⼤学や⾦融機関

など、多様なステークホルダーの関与を前提としている。 

ガイダンスの中核概念は、「資本の投⼊」と「価値の創出」の好循環である。⾃然資本、財務資本、

製造資本、⼈的資本、社会関係資本、⽂化資本、政治資本、デジタル資本といった複数の資本を整理

し、それらが事業活動を通じて変換・増幅され、新たな価値を⽣む構造を⽰した。創出価値は、焼却

量や温室効果ガス削減といった環境⾯だけでなく、住⺠参加や地域連携の強化、シビックプライドの

醸成、雇⽤創出や財政負担軽減など社会・経済⾯にも及ぶ。 

本ガイダンスの実践編では、⿅児島県⼤崎町の事例をもとに、ロジックモデルを活⽤した事業導⼊

プロセスを提⽰した。まず地域にとってなぜ資源化が必要かを明確にし、⽬指すアウトカムを設定し

た。そのうえで、①住⺠が環境リスクと⽬標を認知する、②分別が実⾏される、③それが継続する、

④リサイクルの出⼝が確保される、という段階ごとに具体的な打ち⼿と必要資本を整理した。さらに、

評価指標やモニタリングの視点、外部評価の活⽤、海外展開など、継続と発展のための戦略も⽰した。 

また、資源化の過程で⽣まれる予期せぬ価値にも着⽬し、地域福祉の向上、移住者の増加、国際連

携、教育効果など、他分野への波及可能性を⽰した。これにより、⽣ごみ循環は単なる廃棄物対策で

はなく、地域⾃治の深化や地域経営の基盤強化につながる取り組みとして位置づけられている。 

本ガイダンスは、⽣ごみ循環を軸とした地域共創を、資本と価値の循環という視点から構造化し、

導⼊から継続・発展までを包括的に⽰す実践的な指針である。 

 

2.2.3.4 まとめ 

本研究では、オンライン調査により乳幼児⽤および⼤⼈⽤紙おむつの使⽤枚数や重量から年齢別・

要介護度別の原単位を算出し、将来推計⼈⼝と組み合わせて三重県の 2045年までの使⽤済み紙おむ

つの排出量を市町別に推計した。その結果、乳幼児⽤は減少する⼀⽅、⾼齢化の進展により⼤⼈⽤は

増加し、可燃ごみに占める割合も上昇することが⽰された。さらに製品軽量化シナリオを分析し、低

位発熱量の変化や焼却処理への影響も検討した。合わせて、⽣ごみ循環を基調とする地域共創ガイダ

ンスを作成し、⼤崎町の事例をもとにロジックモデルを構築、地域資本と創出価値の関係を可視化し

た。⽬標設定から分別の実⾏・継続、リサイクルの出⼝確保までの⼿順、評価指標や外部連携の活⽤

策を整理し、環境・社会・経済価値の好循環を通じた持続可能な事業運営の枠組みを提⽰した。 

 

2.2.4 PJ2-4 地域に適合した持続可能な交通の実現に向けた方策 

2.2.4.1 目的と経緯 

急激な過疎⾼齢化によって交通弱者注 1 の移動⼿段が⼤きく制限される地⽅（離島を含む）を対象
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とし、地域交通の複合的な課題を整理し、持続可能な交通環境を実現するために、具体的な提⾔を⾏

うことを⽬的としている。そのため、現地ステークホルダー（SH：⾃治体等の公的機関、⺠間企業、

地域住⺠等）との情報交換と現地調査を通して、より地域の実情に即した⾏政サービスと具体的な改

善策を提案した。特に、研究者と SH らとの直接的な会合を通して、より環境負荷の少ない移動⼿段

の実現と⽣活様式の変容を⽬指す⽅策について議論を⾏った。 

 

注 1；⾼齢者、⼦供、障がい者など⾝体的な理由や、⾃家⽤⾞を持たない・公共交通機関が不便な場

所に住んでいるといった事情で、移動・交通⼿段に制約がある⼈の総称。主に「移動が困難な⼈」

と「事故に遭いやすい歩⾏者」の 2つの観点で使⽤される。 

 

2.2.4.2 方法 

国内で特に過疎⾼齢化が著しい地⽅・離島を対象として、⼆次離島を含む離島に直接出向き、現地

の⾃治体、観光協会等と対⾯で情報交換を⾏い、地域の環境や各種の問題について、聞き取り調査を

⾏うとともに、現地の環境や道路等の現状の確認や適宜住⺠との対話を通じて島⺠⽬線の現状の把握

を⾏う。 

パーソナルモビリティ注 2（PMV）に関しては、道路交通法注３の改正等の動きを適時確認し、現地

⾃治体等の対⾯調査において、最新情報の共有を図る。また、今後も社会情勢の変化に適した PMV

が開発・市場に供給されると考えられることから、その開発元に対して、PMV開発の意図と⽅向性、

今後の市場戦略等に関してヒアリングを⾏う。 

これらを通じて、離島等における地域交通の現状把握、評価を実施し、SH と連携を深め、現地に

適した持続的な交通に向けた具体的な施策提案を⾏う。 

 

注 2；1〜2⼈乗りの⼩型で電動（バッテリー駆動）の移動⽤機器の総称。歩⾏と⾃動⾞の中間に位置

し、主に近距離移動（ラストワンマイル）や⾼齢者・障害者の⾃⽴移動が⽬的。電動キックボー

ド、セグウェイ、電動⾞いす、超⼩型 EVなどが代表例。 

注 3；令和４年法律第 32号＝特定⼩型原動機付⾃転⾞の利⽤制限に関する規定（2023.7.1施⾏） 

 

2.2.4.3 結果と考察 

国内で特に過疎⾼齢化が著しい離島を主対象として、2021〜2025 年度の５年間で⼆次離島を含む

約 30離島に出向いた。現地調査では 26 ⾃治体、12観光協会等と対⾯で情報交換を⾏い、地域の環境

や各種の問題について、聞き取り調査を⾏った（図 2.2.10）。特に PJ1-3 対象地である⻑崎県五島市

には、現地を 6 度訪れ（2022 年度２回、2024 年度３回、2025 年度１回）、五島市役所を中⼼として

SH らと地域交通の諸課題について議論を⾏い、課題解決に向けた検討を⾏った。 

PMV に関しては、道路交通法の改正内容を適宜解説し、現地 SH らと情報を共有し、より地域の実

情に即した改善策を提案した。また、PMV を開発・販売している⺠間企業 4 社（本⽥技術研究所、ヤ

マハモーターエンジニアリング株式会社、カワサキモータース株式会社、PJP Eye 株式会社）に実際
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に出向き、PMV 開発の意図と⽅向性、今後の市場戦略等に関してヒアリングを実施した（⼀部コロ

ナ禍の影響でオンライン会合を含む）。 

現地調査では、各⾃治体等が推進中の交通施策に関して、以下の点について重点的に実態把握を⾏

った。①住⺠や来島者への地域交通施策や地域特有の問題、更に交通弱者に対する現状の施策とそれ

を踏まえた将来的な⾏政対応⽅針。②PMV を含む交通⼿段に係る道路交通法の改正情報の共有と現

地の道路環境整備状況、また現状の移動⼿段の課題とそれらの将来的な対応⽅針。 

 

この結果、殆どの離島では、以下の共通課題が確認出来た。①労働⼈⼝の減少に起因する、⼈流・

物流の能⼒の著しい低下。②交通弱者対策に必要な⼈的・予算的⽀援体制の顕著な弱体化。 

PMV における⾃転⾞の利活⽤に関しては、多くの⾃治体がレンタサイクル等の導⼊を推進してお

り、観光客向けの需要が増加傾向である。地元島⺠の⾃転⾞活⽤に関しては以下の３点が主な課題と

して明らかとなり、

改善が必要な状況で

あった。①酷暑・積

雪・急勾配・急激な天

候変化等、離島の地

域特性による制限。

②  買い物等の際の

荷物輸送の不便さ。

③島内⼀次産業に必

要な物資運搬や定期

的な島内物流への能

⼒不⾜。これらの諸

課題が⾃転⾞の利⽤

推進において解決さ

れておらず、特に⾼

齢者にとって⾃転⾞

は⾃動⾞の代替⼿段

として不⼗分であることが確認された。 

統計解析においては、地域交通環境に関する地域特性を定量的に把握するため、離島統計情報「交

流⼈⼝・⾼齢化率・世帯当たりの乗⽤⾞数等」を分析し、地域の類型化を試みた（図 2.2.11）。この

結果、多くの離島において交通弱者の⽣活は軽⾃動⾞等の⾃家⽤⾞に⼤きく依存している状況が明ら

かとなった。彼らの移動を⽀えている対策としては、島内の路線バス等の公共サービスが有るものの、

居住地周辺の社会的連携における共助（互酬性）として対応している実情も確認できた。これらの離

島特有の社会環境が複合的に影響した結果、⼆次離島ではさらに⼈⼝減少と⾼齢化が加速している。

上記の課題解決を⽬指し、各⾃治体では地域交通の経営改⾰（利⽤客の減少による路線バスの減便な

 
図 2.2.10 調査対象地 
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いし廃⽌）を随時実施している。この為の現実的な対策として、バス路線廃⽌に伴い不便になった住

⺠の移動サービスを確保するため、予約利⽤型デマンドタクシーの導⼊が進⾏中である。しかし、地

元タクシー業者が不在な状況下では、将来的にデマンドタクシーの運⾏も困難と成り得る。今後は、

⾃治体（もしくは⾃治体が主催の運営協議会等）による⾃家⽤有償旅客運送等をより活⽤した新たな

交通施策が求められる。 

 

 
図 2.2.11 地域の類型化 

 

⻑崎県五島市福江島では、将来的に持続的な地域交通に重点を置き、特に「通院・買い物・通学」

の 3 点を主な評価軸として地域公共交通に関する分析を⾏った。特に、現地 SH（⻑崎県・五島市・

福江空港ターミナルビル（株）・（⼀社）五島市観光協会）らとは、現状の課題を整理し、2050年を想

定した交通政策について、対⾯協議（具体的な路線の提案等）を複数回継続して実施した。 

これらの検討をもとに、以下の結論を得た。①実際の理想的な社会実装のためには、⾃治体の適応

⼒・順応⼒と資⾦⼒等で課題は残る。②島⺠（特に交通弱者）と来島者のための Quality of Life やウ

ェルビーイングのためには、「通院・買い物・通学」等の需要を満たすバス路線や運⾏⽅法の改善によ

る公共交通の存続が必要である。③⼈⼝（労働者⼈⼝）減少や⾼齢化等の社会情勢の変化に対応する

ため、新技術（⾃動運転・DX 導⼊等）のさらなる利活⽤が重要である。これらを受け、本 PJ では①

福江島の外周部を対象とした周遊バスルートの設定、②五島つばき空港から福江港・市街地への往復

運⾏ルートの改善、③福江島市街地の巡回バスルートの設定等、社会実装のプロセスの可視化を重視

し、効率的な新規バス路線を提案した（図 2.2.12）。 

⾃治体等へのヒアリングと現地の移動・交通の実態調査を踏まえ、地域公共交通の維持のための対

S. Kameyama, Y. Kondo, Q. Wang, T. Okadera (2025) New smart transport system and green 
mobility for sustainable islands tourism in Japan, 11th International Conference on Environment 
and Renewable Energy
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策を複数提案し、五島市内の実際の調査対象範囲において、各対策の社会実装の達成レベルについて

評価を実施した（表 2.4.1） 

表 2.4.1 地域交通に関する達成レベル 

 
 

2.2.4.4 まとめ 

本プロジェクト期間（5年）の総括として、⽇本の離島における持続可能な交通の評価を計画通り

遂⾏し、現状把握に加え、SH と連携を深め、具体的な複数の施策提案を⾏った。離島におけるほぼ

共通の課題は、労働者⼈⼝の島外への流出を原因とする、⼈流・物流輸送能⼒の弱体化である。この

結果、⽇本全体としての将来展望（インバウンドによる経済波及効果、グリーンツーリズム推進等）

に対して、各離島の⾃治体・観光産業等がそれらを⽀えられない現実が存在する。 

地域交通の持続性のためには、⾃動運転やドローン輸送、DXによる省⼒化等、新技術を導⼊した

解決が必須である。またこれらの技術⾰新が地域の社会的連携（コミュニティの互酬性）と融合する

ことが、⽇本の離島においては島⺠・来島者双⽅のウェルビーイングのために最も重要である。 

市街地
（空港・港湾地域）

福江島五島市全体
（福江島・奈留島・久賀島）

達成レベル

◎△▲①運⾏経路および頻度
〇〇▲②⾞両の⼩型化とバリアフリー化
〇〇△③業務委託形態の⾒直し
〇〇△④停留所の改善
△△×⑤⾃動運転

 
図 2.2.12五島市地域路線バス及び空港シャトル便の運行コース改善提案 
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2.3 PJ3 地域・生活の課題解決と持続可能性目標を同時達成する地域診断ツールの構築 

2.3.1 PJ3-1 地域別家庭・交通排出量推計と人口シナリオの高度化および市民の選択 

 地域の持続可能性における喫緊の課題である脱炭素化への対応を促進するため、全国市区町村別の

家庭 CO2排出量と乗⽤⾞ CO2排出量の推計の⾼度化を⾏った。また、地域の存続を左右する⼈⼝動

態の特徴を明らかにするため、市区町村等の年齢 5歳階級別⼈⼝を対象に APC(年齢-時代-世代)分析

を⽤いた解析を⾏った。さらに、脱炭素で住みよい地域像と実現⽅策を明らかにするため、抽選で選

ばれた市⺠の熟議によって取組と施策を提案する気候市⺠会議の改良と実践を⾏った。 

 

2.3.1.1 全国市区町村別の家庭 CO2排出量と乗用車 CO2排出量の推計 

2.3.1.1.1 目的と経緯 

 地球温暖化対策地⽅実⾏計画区域施策編において、地域の特徴を⽣かした対策を⾏い、効果を挙げ

るためには、地域の特徴を反映した CO2排出量を把握することが求められる。今回、家庭 CO2 統計

の調査データを 4 年度分⽤いることで、全国市区町村別の⺠⽣家庭部⾨ CO2排出量の内訳となる燃

料種別エネルギー消費量の推計を⾏った。運輸部⾨のうち⾃家⽤乗⽤⾞については、⾞検証の⾛⾏距

離データを⽤いて市区町村別 CO2排出量を推計する⼿法を新たに開発し、同じく全国市区町村別の

推計を可能とした。 

 

2.3.1.1.2 方法 

 全国市区町村別の⺠⽣家庭部⾨ CO2排出量の推計の⾼度化として、これまで、家庭 CO2 統計の調

査データを⽤いて全国 10 地⽅別の排出要因を分析し、全国市区町村別の世帯あたり排出量の推計 1)

を初めて可能とするとともに推計モデルの⾼度化 2)を⾏ってきた。今回、4 年度分の調査データを⽤

いて、⺠⽣家庭部⾨の燃料種別エネルギー消費量の推計 3)に取り組んだ。具体的には、電気、ガス、

灯油の別に、燃料種別の消費量を推計した。なお、ガス、灯油については、使⽤世帯の割合と使⽤世

帯の使⽤量の 2つに分けたモデルを採⽤した。 

 運輸部⾨⾃家⽤乗⽤⾞の CO2排出量の推計の⾼度化として、⾃動⾞検査証の個別統計を⽤いて全

国市区町村別の推計の⾼精度化を⾏った。具体的には、⾞検時の⾛⾏距離計データから年間⾛⾏距離

帯別の保有⾞両数を全国市区町村別に推計し、都道府県別の⾃動⾞燃料消費量統計調査を⽤いた排出

係数を乗じることで、CO2排出量を推計した 4) 5)。 

 

2.3.1.1.3 結果と考察 

 市区町村別の⺠⽣家庭部⾨エネルギー消費量を電気、ガス、灯油の別に推計した。推計値は公表値

の約 90%程度の割合となった。なお、ガスと灯油のエネルギー消費有無のモデルは過⼤傾向、エネル

ギー消費量モデルは過⼩傾向であった。各市区町村の世帯当たりエネルギー消費量を地⽅区分別の箱

ひげ図として図 2.3.1に⽰す。電気はいずれの地⽅でも外れ値は⽣じていないが、関東甲信と北陸は

四分位の範囲が広い。ガスは北海道、東北、関東甲信で外れ値となる市区町村があり、北陸で四分位

の範囲が広い。灯油は、関東甲信と東海で若⼲の外れ値があり、東北の四分位範囲が広い。 
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 ⾃家⽤乗⽤⾞と軽乗⽤⾞の市区町村別 CO2排出量を⾼精度に明らかにした。中央値は 0.84 t-CO2/

⼈で、第 3 四分位の 0.97 t-CO2/⼈より⼤きい市区町村は、図 2.3.2 に⽰す通り、北海道の東部、茨

城・福島、奈良南部の他、全国各地の内陸部を中⼼に多く⾒られる。第 1四分位の 0.65 t-CO2/⼈よ

り⼩さい市区町村は、関東 1 都 3 県、京阪神・奈良、島しょ部等に⾒られるほか、札幌、熱海、名古

屋、⼤津・草津、広島、松⼭、福岡、⻑崎等である。また、脱炭素化に向けた電気⾃動⾞への転換は、

⼩型で安価な電池で対応しやすい軽乗⽤⾞の⾛⾏量の割合が⾼い島しょ部や⻄⽇本の内陸部で⽐較

 

 図 2.3.2 軽＋乗用車一人あたり CO2 排出量（t-CO2/人） 

図 2.3.1 燃料種別世帯当たりエネルギー消費量の市区町村分布，地方区分別，2020 年度 

電気[GJ/世帯] ガス[GJ/世帯] 灯油[GJ/世帯] 

北海道 
東北 
関東甲信 
北陸 
東海 
近畿 
中国 
四国 
九州 
沖縄 

0  30  5  10  15  20  25  0  25  5  10  15  20  0  60  10  20  30  40  50  
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的早期に⾏いやすく、北海道東部や茨城・福島において容易ではないと考えられる。 

 

2.3.1.1.4 まとめ 

家庭 CO2 統計の安定的な実施により多くの年次のデータを⽤いることで、サンプル数が少ない地

⽅区分の燃料種別エネルギー消費量の推計精度向上が期待される。 

乗⽤⾞ CO2排出量推計の結果を応⽤し、第 3次メッシュ⼈⼝規模別の乗⽤⾞ CO2排出量の推計 6)

や、地域別の年間⾛⾏距離の違いを考慮した炭素配当に関する考察 7)にも取り組んだ。 

 

2.3.1.2 APC(年齢-時代-世代)分析を用いた人口動態の解析 

2.3.1.2.1 目的と経緯 

 地域の持続可能性においては、少⼦⾼齢化を伴う⼈⼝減少が⼤きな課題である。少⼦⾼齢化と⼈⼝

減少は、過疎地域において先⾏して起きる傾向にあるが、災害や新産業の進出等により、必ずしも⼀

様な変化ではない。そこで、地域別の年齢 5歳階級別の⼈⼝動態データにベイズ型 APC(年齢-時代-

世代)分析を⽤いた解析を⾏い、地域別の年齢-時代-世代効果を明らかにすることで、今後の傾向や対

策の参考とすることを⽬的とする。 

 

2.3.1.2.2 方法 

 対象地域は、⽇本の異なる空間スケールに設定し、都道府県、市町村、つくば市内市街地 4区分と

した。その時点で⼊⼿できる国勢調査年齢 5歳階級別⼈⼝データとして、都道府県別では 1980年か

ら 2015年までの 8 時点、市町村別では 1980年から 2020年までの 9 時点を⽤いた。つくば市内の市

街地 4区分には 2000年から 2020年までの 5 時点の第 4次メッシュ⼈⼝データを、開発時期に合わ

せた 4区分に集計した。具体的には、全国と各地域の 5歳階級⼈⼝をベイズ型 APC分析ソフトに⼊

⼒し、年齢効果、時代効果、世代効果を識別した。 

 

2.3.1.2.3 結果と考察 

 都道府県別に、統計的信頼性を有する年齢効果、時代効果、世代効果を図⽰し、各パターンに基づ

く類型化を⾏った 8)。その結果、該当が多い年少型+旧世代型 13 県、旧世代型のみ 7県、⽼年型+旧

世代型 5県の計 25県は、地⽅圏に共通する⼈⼝減少と⾼齢化の課題に直⾯してきたものの、県内就

業先の確保が対策となる県と U ターン⾼齢者の介護施設確保が求められる県といった異なる特徴を

有することが分かった。また、三重県は⼤都市圏にありながら⻑野県に類似し、滋賀県は⼤都市圏隣

接県だが⼤都市圏に近いといった特徴を⽰した。 

 市区町村別に、特に年齢効果のピーク年齢に着⽬した類型化を⾏った 9)。その結果、⾼校就学の 15-

19 歳の増加は⼈⼝維持に貢献せず、就業の 25-29 歳の増加は⼈⼝維持につながることを⽰した。ま

た、20-24歳で減少する市町村にも転職による移住が⽣じる場合があること、⼩規模市町村では移住

のタイミングが遅い傾向があることを明らかにした。さらに、⼦育て世帯にあたる 0-14 歳の年少⼈

⼝と25-44歳の⼈⼝を確保してきた市町村は、岐⾩県、愛知県、⼤阪府、⿅児島県、沖縄県に例がみられた。 
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 つくば市内の市街地を例に、開発時期に応じて研究学園地区(A)、TX沿線地区(B)、既成市街地地

区(C)、産業系市街地と市街化調整区域からなるその他地区(X)の 4つに区分し、図 2.3.3 に⽰す年齢

別⼈⼝構成の推移を考察し、年齢-時代-世代効果を分析した 10)。その結果、全国的な少⼦⾼齢化と⼈

⼝減少、団塊の世代と団塊ジュニアの影響を背景として各地区に特有の状況を把握することができた。

具体的には、しばしば⼆極化や⾼齢者の偏在が指摘されるが、⾼齢者が有意に多い地区はないこと、

既成市街地地区は多世代が共存して若い⼦育て世帯も多く⽣活利便性を保つ維持更新が望ましいこ

と、その他地区の住宅団地は団塊の世代と次の世代の受け⽫の役割を果たしてきたが、今後は縮退が

主要な課題となること、研究学園地区では遅れて訪れる⾼齢化に対応する施設整備が必要となること、

TX沿線地区では 5年ごとの 3期間にわたる段階的な開発・⼊居が続けられてきたが、⽣産年齢と出

産⼦育て世帯が多い偏りが⽣じており、⼩中学校整備に続いて⾼校⽣向け施設の整備が必要になるこ

とを指摘した。 

 

2.3.1.2.4 まとめ 

 複数のスケールの地域を対象にベイズ型 APC 分析を適⽤し、特につくば市を例として開発時期に

着⽬した市街地区分では年齢効果と時代効果と世代効果を明確に識別することができた。年齢別の⼈

⼝動態を把握することで、学校や⾼齢者向け施設の整備に活⽤することが期待される。APC分析は、

年齢 5歳階級別の⼈⼝と免許保有者数と運転者数および事故第⼀当事者数にも適⽤し、今後、⼥性の

運転者数が男性を超える可能性があること 11)、⾼齢者は運転者数あたりの事故率が若者と同様に⾼い

こと 12)などを⽰した。 

 

 
 研究学園地区(A) TX 沿線地区(B) 

 
 既成市街地地区(C) その他地区(X) 

 
 図 2.3.3 つくば市の市街地区分別の年齢別人口構成の推移 
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2.3.1.3 気候市民会議の設計と運営 

2.3.1.3.1 目的と経緯 

 地域・⽣活の課題解決と持続可能性を同時達成する将来ビジョンをみいだす⼿法として気候市⺠会

議に注⽬した。川崎市での経験や各地の取り組みを踏まえて良い特徴や国内共通の課題を整理し、つ

くば市を対象にその時点で最良の気候市⺠会議を⽬指した詳細設計を⾏うとともに、提⾔取りまとめ

プロセスと参加者の受け⽌めを考察し、今後の気候市⺠会議の設計と運営の参考となる事項を明らか

にする 13)ことを⽬的とした。 

 

2.3.1.3.2 方法 

⽇本国内の⾃治体版気候市⺠会議として 2020 年の札幌市に続く 2 例⽬である 2021 年の川崎市で

の実施に実⾏委員として参画し、続く 2022 年の武蔵野市と所沢市の事例とあわせた⽇本の 4 事例と

英国の 2事例を対象に⾃治体版の気候市⺠会議の基本設計について⽐較整理を⾏い、良い特徴や共通

する課題を明らかにすることで、より良い気候市⺠会議の設計を⽬指した。地元つくば市を対象に具

体的な設計を⾏い、運営に関わるとともに、今後の気候市⺠会議の設計・運営の参考となる知⾒の普

及や提⾔の実現に向けたフォローアップを⾏った。 

 

2.3.1.3.3 結果と考察 

 つくば市では、市と国環研、産総研、筑波⼤からなる実⾏委員会が主催し、「現時点での国内で最⼩

の気候市⺠会議を実施する」ことを最上位のゴールに設定し、多くの参加希望者を得て倍率の⾼い第

⼆段階の抽選を⾏うこと、参加者以外の市⺠のアイデアを取り⼊れる機会を設けること、透明なプロ

セスで提⾔をまとめることを重視した。また、提案に対する公的な対応を事前に約束した。具体的に

は、募集時に「もれなく対応する」としていたところ、第 1回⽬には「基本的にすべてやる、実際の

つくば市の環境の政策になる」となり、提⾔を受けたロードマップの作成では「提⾔実現を⽬指す」

と⽰され、実現に向けた市の姿勢は強くなっていった。 

 第⼀段階の抽選では、つくば市の住⺠基本台帳約 25万⼈から 16歳以上の市⺠ 5,000⼈を無作為抽

出して、招待状を送付した。1,164 ⼈から回答が得られ、569 ⼈から参加希望の申し込みがあった。

なお、153 ⼈は参加を迷っており、424⼈は参加したくないとの回答であった。参加希望者率約 11.4%

は他地域の 2〜3％と⽐較して⾮常に⾼い数値である。第⼆段階の抽選では、居住地域、年齢性別、気

候変動問題への関⼼についてバランスを取って、50⼈を抽出することができた。たとえば、年齢構成

については、図 2.3.4に⽰す通り、40 代の参加希望割合が⾼かったが、⼈⼝構成を考慮した参加者を

抽出した。なお、16歳未満、80歳以上の⼈⼝割合も考慮して、若者の割合が少なくならないよう、

参加者枠の微調整を⾏った。 

第 2 回から第 4回までのテーマ別の会合で得られた提⾔素案をもとに、第 5回と第 6回の 2 回を

かけてブラッシュアップと投票を⾏い、74 件の提⾔が採択された。参加者は、みんなの意⾒が反映

されており、実現したい提⾔であると⾃⼰評価した。 
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2.3.1.3.4 まとめ 

気候市⺠会議つくばで提案された 74 件の提⾔は、つくば市を中⼼とした各主体の連携による実現

に向けた取り組みが進みつつある。2024年度には、2030年までに市が中⼼となって取り組む提⾔実

現のロードマップが作成された。また、2025 年度には、地球温暖化対策地⽅実⾏計画において提⾔

とロードマップの実現が盛り込まれた。なお、2050 年にゼロカーボンで住み良いつくば市を実現す

るためには、2030 年以降の取り組みも引き続き重要であり、そのための計画づくりを⾏っていくこ

とが必要である。 

 

参考⽂献 

1)⽯河正寛, 松橋啓介, ⾦森有⼦, 有賀敏典「家庭 CO2 統計に基づく全国 10 地⽅別の排出要因分析

と市町村別世帯あたり排出量の推計」 ⼟⽊学会論⽂集G, 74(6), II_193-II_201 (2018) 

2)⽯河正寛, 松橋啓介, ⾦森有⼦, 有賀敏典「市町村別家庭部⾨ CO2 排出量推計モデルの改良-⽋測

データ処理と⾮線形回帰の適⽤-」⼟⽊学会論⽂集G, 75(5), I_89-I_98 (2019) 

3)⽯河正寛, 松橋啓介, ⾦森有⼦「家庭の燃料種別エネルギー消費量に関する回帰モデルを⽤いた市
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⽤いた全国地域別乗⽤⾞ CO2 排出量の試算」交通⼯学, 8(5), 1 - 10 (2022) 

5)松橋啓介, ⽯河正寛, 崔⽂⽵,有賀敏典, ⾦森有⼦ 「⾞検証⾛⾏距離データに基づく全国市区町村別

乗⽤⾞・軽乗⽤⾞ CO2 排出量の推計」⼟⽊学会論⽂集, 79(26), 23-26020, 2023. 
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 図 2.3.4 市民-申込-参加の年齢構成 
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9)⾦炅敏・松橋啓介・⽯河正寛「APC分析による全国市町村の就学・就業・転職による移住の年齢別
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12)Kim K., Matsuhashi K., Ishikawa M. "Analysis of Primary-Party Traffic Accident Rates per Driver 

in Japan from 1995 to 2015: Do Older Drivers Cause More Accidents?", IATSS Research, 47(4), 

447-454, 2023. 

13)松橋啓介, 徳⽥太郎, 村上千⾥, 尾上成⼀ 「気候市⺠会議つくば 2023 の設計と運営」⼟⽊学会論

⽂集, 80(26), 24-26015, 2024. 

 

2.3.2 PJ3-2 地域での脱炭素化可能性評価と対策・施策の検討・診断ツールの構築 

2.3.2.1 目的と経緯 

 本サブテーマは、環境研究総合推進費（JPMEERF20201003・JPMEERF20231005）及び⽂部科

学省「⼤学の⼒を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発」との連携のもとで、地⽅

⾃治体スケールを対象に、定量的な観点から地域の現状を診断し、将来の地域社会像とその転換・

実現の道筋を検討できる⼿法（地域診断ツール）の開発と、それを複数の地域へ適⽤しての試⾏を

通じた課題解決⽅策の構築を⽬的とした研究を推進してきた。研究開発にあたっては、2020年 10

⽉にわが国が 2050年までにカーボンニュートラルを⽬指すとしたことを踏まえ、特に地⽅⾃治体の

CO2削減（脱炭素社会実現）に焦点をあてることとし、それぞれの地域特性も踏まえた将来の脱炭

素化の実現可能性や中間年（2030年・2035年・2040年）に関する規範的な観点での地域別削減⽬

標に関する検討、エネルギー需給両⾯での対策・施策の実施によるエネルギー・CO2削減効果の検

討⼿法の開発と Excel 及びWebでの実装（システム開発）等を実施してきた。なお、本研究では、

特に断りのない限り地⽅⾃治体は基礎⾃治体を指す。 

 

2.3.2.2 方法 

 脱炭素社会実現に向けた対策・施策の定量的な検討・分析にあたっては、地域それぞれのエネル

ギー需給に関する情報（エネルギーバランス表）が不可⽋であるが、わが国では公的な地⽅⾃治体

のエネルギーバランス表は作成されていない。そこで、本研究ではまず統計等からの推計により地

⽅⾃治体のエネルギーバランス表を作成し、それを⽤いて実現可能性や将来削減⽬標の検討、エネ

ルギー・CO2削減効果の検討⼿法やシステム開発を実施することとした。 
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 地⽅⾃治体のエネルギーバランス表の推計にあたっては、環境省の「地⽅公共団体実⾏計画（区

域施策編）策定・実施マニュアル【算定⼿法編】Ver.2.2（令和 7年 6 ⽉）」を参考に、全国⼤や都道

府県単位でのエネルギー消費量を部⾨別・業種別に設定した指標を⽤いて按分する⼿法を採⽤し

た。例えば、⾷品飲料製造業や化学⼯業、鉄鋼･⾮鉄･⾦属製品製造業といった製造業は製造品出荷

額等、農林⽔産業や情報通信業、卸売業・⼩売業といった業務部⾨（第三次産業）は従業者数、家

庭部⾨は世帯数、運輸旅客の乗⽤⾞やバスは該当カテゴリに分類される⾃動⾞台数を指標としてい

る。また作成にあたっては、農林⽔産業、鉱業他、建設業、製造業（11業種）、業務部⾨（15業

種）、家庭部⾨、運輸部⾨（乗⽤⾞、バス、鉄道、船舶、航空）の別に、都道府県別エネルギー消費

統計に掲げるエネルギー種それぞれの消費量を推計した。作成期間は、同統計の推計対象期間と同

じとした（1990年度、2005年度、2007年度〜2023年度）。 

 地⽅⾃治体それぞれの脱炭素実現可能性評価においては、2013年度のエネルギー需給をベースと

して、別途実施した脱炭素・持続社会研究プログラムにおけるわが国の脱炭素社会実現シナリオの

研究成果を参照し、エネルギー需要側については国シナリオと同様の対策を各⾃治体が実施すると

想定し、エネルギー供給側については各地域の再⽣可能エネルギーポテンシャルの活⽤と系統電⼒

の脱炭素化が進むとして、⾃治体ごとの CO2削減可能性を評価した。 

 規範的な観点での地域別削減⽬標に関する検討では、全体としてわが国が掲げる削減⽬標を達成

することを所与とし、地域それぞれのエネルギー需給の特性や中⻑期的な変化傾向等を考慮した場

合の地⽅⾃治体ごとの 2030年・2040年の CO2削減率を分析した。分析では、多国間の排出割り当

てに関する考え⽅を参考に、⼈⼝や世帯数・⽣産年齢⼈⼝等、設定した指標あたりの排出量が 2022

年度から 2050年までに⼀意の値に収斂するとした場合の地⽅⾃治体別将来削減量を検討した。 

 エネルギー・CO2削減効果の検討⼿法の開発とシステム化においては、地⽅⾃治体ごとのエネル

ギーバランス表をもとに、⼈⼝・世帯数や産業活動の⽔準の変化、需要削減対策、需要側での機器

効率向上対策と燃料転換対策、

供給側での燃料転換対策による

エネルギー消費量・CO2排出量

の変化を多段的に評価する計算

ロジックを構築（図 2.3.5）し、

システム化（ツール化）を⾏っ

た。本研究では、利⽤を想定す 

るユーザの使⽤⽅法やツール

の拡張性を考慮し、Excel版

とWeb版の 2種類のツール

を開発した。いずれのバージョンでも、ユーザが類似の対策をまとめた対策パッケージごとにあら

かじめ設定された実施規模や強度（レベル）を選択・⼊⼒すると、ツールで⾃動的にエネルギー消

費量や CO2排出量を計算し、2050年までの変化や、対策種別ごとの CO2削減量、再⽣可能エネル

ギー別利⽤量が表⽰される。これら結果は⼊⼒を変えるごとに再計算・再表⽰が⾏われるため、さ

図 2.3.5 開発したツールにおける将来エネルギー消費量・CO2

排出量の計算フロー 
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まざまな選択の組合せを試⾏することで、ユーザは異なる種類の対策の効果⽐較や、現状からの転

換・実現の道筋の違いを確認することができる。 

 

2.3.2.3 結果と考察 

 地⽅⾃治体の脱炭素可能性評価について、想

定した対策でどこまで CO2削減ができるかをま

とめると（図 2.3.6）、全⾃治体（1,741⾃治

体）のうち半数以上の⾃治体が 95%超の削減を

達成できることがわかる。削減率 90%以上まで

広げると 9割近くの⾃治体が含まれるが、対策

技術として需要側での炭素隔離貯留（CCS）導

⼊を想定していないこともあり、特に CO2排出

に占める産業部⾨の割合が⼤きな⾃治体におい

ては、想定した対策のみでは削減率が 80%に満

たないことがわかった。このことから、エネル

ギー消費量や CO2排出量における産業部⾨（特に製造業）の割合が⼤きい⾃治体においては、国全

体の脱炭素シナリオで想定する対策に加えて、例えば本プログラムの PJ2で実施するような環境効

率の⾼い技術・システムの導⼊といった独⾃の取組を推進することが、地域全体が脱炭素社会へ移

⾏するためには重要となることが⽰唆されるものである。 

 将来の地域別削減⽬標について、2050年

に⼀⼈あたり排出量を均等化すると想定した

場合における 2030年度の地⽅⾃治体別 CO2

削減率（2013年度⽐）を⾒ると（図 2.3.7）、

削減率が 50%〜55%の範囲となるのが 379

⾃治体ともっとも多くなることがわかる。こ

の上下の範囲も含めると、全⾃治体の 74%

が国全体の削減率（45%減）に近い値となっ

ており、多くの⾃治体では、わが国が掲げる

将来⽬標と同⽔準の削減⽬標を掲げることが

望まれることが⽰唆される。いっぽうで、基

準年とした 2013年度以降に企業が撤退するなどで 2022 年度の CO2排出量が⼤きく減少した⾃治体

では 75％を超える削減率となるケースや、新たな企業が⽴地するなどで基準年以降に CO2排出量が

増となる地域では削減⽬標が 2013年度の排出量よりも増（マイナス）になる場合もあるなど、将来

の削減⽬標設定においては国の⽬標を⼀律に適⽤するのではなく、それぞれの⾃治体のエネルギー

消費量や CO2排出量の経年的な変化にも着⽬することが肝要であることがわかる。 

図 2.3.6 削減率別の地方自治体数分布と 

累積自治体数（100％からの累積） 

     量・CO2排出量の計算フロー 
 

図 2.3.7 一人あたり排出量均等化に基づく 

2030 年の自治体別 CO2削減目標 
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 開発した地⽅⾃治体の脱炭素シナリオ検討のためのツールでは、脱炭素に資すると想定されるさ

まざまな対策について実施規模・強度はあらかじめ設定・組み込んであり、ユーザがそれぞれどの

規模・強度で実施するかをレベル（1〜4）で選択する。レベル 1は概ね将来まで現状のままとし、

レベル 4は技術的限界や社会的受容性等も考慮して想定される効果・導⼊量の最⼤（上限値）を想

定している。レベル 2と 3 は基本的にはレベル 1と 4の間になるように設定している。 

  

（a）全てレベル 1の場合   （b）全てレベル 4の場合 

図 2.3.8 ツールの画面構成（茨城県つくば市の例） 

ツールでは、対策ごとのレベル設定に応じた将来のエネルギー消費量や CO2削減量等が⾃動で計算

され、その結果はグラフや Excel版では表形式で表⽰される（茨城県つくば市のWeb版ツールの画

⾯は図 2.3.8）。 

 

2.3.2.4 まとめ 

 本サブテーマでは、特に喫緊の課題となった CO2削減・脱炭素に焦点をあて、地域スケールで現

状分析や将来社会に向けた転換・道筋の検討を定量的な観点から⽀援すべく、分析に必要となるエ

ネルギー需給データの整備も含め、データ整備から分析、結果提⽰までを可能とする⼀連の⼿法・

システムの開発と、わが国の全⾃治体（1,741⾃治体）への適⽤・システム構築を⾏った。 

 本研究を通じて、地⽅⾃治体スケールで脱炭素社会への移⾏を推進するためには、国全体の脱炭

素化に資する対策を基礎としつつ、地域それぞれのエネルギー需給や CO2排出量の特性を踏まえた

対策を組み合わせていくことが明らかとなった。また、将来シナリオや⽬標の検討においては、基

準年の状況のみに基づくのではなく、利⽤可能な最新年までの⼈⼝等の変化や企業の⽴地・撤退等

の推移を考慮していくことが肝要であることが⽰唆されている。 

 わが国が着実に脱炭素社会への移⾏を進めるためには、国全体の取組とともに、地⽅⾃治体スケー

ルなど地域での取組が重要となる。しかし、市区町村スケールで脱炭素シナリオ検討に不可⽋である

エネルギー需給に関する情報（エネルギーバランス表）は公的には整備されていない。また、特に脱

炭素計画作りのための専⾨的な部⾨を持たない⾃治体では、エネルギー需給以外も含めてシナリオ検
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討に必要となる情報を読解し、対策効果の定量分析を⾏い、さらに地域の情報収集・整備して対策検

討を進めるまでの全てを独⾃で実施するには多くの困難がある。本研究で開発したシステムでは、技

術ごとに効率や普及率が設定できない、コスト最⼩や任意の CO2排出量以下となるような対策・施策

の組み合わせを⾃動で求める（最適化計算）ができないといった課題は有するものの、対策の導⼊・

実施⽔準のレベルを選択・設定するだけで将来のエネルギー消費量や CO2排出量の変化が⾃動的に

計算できるものであり、地域脱炭素に向けた対策・施策の評価や計画作りに有⽤な情報を提供できる

ものと考えられる。 

 

2.4 PJ4 持続可能な地域社会実現に向けた解決方策の構築と地域への制度導入の支援  

2.4.1.1 目的と経緯 

本プロジェクトでは、国内各地域において脱炭素、⼈⼝減少下でのインフラ維持、⾃然保護と利活

⽤など、離島や⼭間部などリモートな地域を中⼼に持続可能な社会を構築するための課題解決型提案

や社会実装を⾏ってきた。その過程において社会実装や⼀般化のための障壁が明らかになってきた。

PJ4 ではそれら課題や障壁について各種事例に基づき⼀般化、地⽅⾃治体への⽀援や実装の限界など

について解析を⾏った。 

 

2.4.1.2 方法 

各⾃治体への課題解決策や社会実装への提案、あるいは、地⽅⾃治体や地域のステークホルダーへ

の聞き取り調査、市⺠へのアンケートなど実際の活動内容に基づき、事例解析を⾏った。 

 

2.4.1.3 結果と考察 

持続可能な社会構築のための要件や⽀援の限界についての分析を進め⻑崎県五島市などを対象に

情報収集、聞き取り調査、評価を⾏い、限界を明らかにした。具体的な持続可能社会の要件としては、

労働⼈⼝の維持、各職種の担い⼿確保（農漁業、医療・介護、サービス、インフラ維持など）、各⾃治

体での独⾃予算や補助⾦の確保、⽼朽化や過剰なインフラ施設の適正化、地域コミュニティの維持、

脱炭素など外形的要因への対応が挙げられた。 

PJ1 で対象としている⻑崎県五島市での市役所職員への聞き取り調査に基づき、具体的な課題を抽

出した。⼈⼝減少と空き家増加、排⽔処理、廃棄物処理、公共交通維持、移住者増加と社会構造変容、

脱炭素と洋上⾵⼒など再⽣エネルギーの利活⽤、藻場再⽣によるブルーカーボンのポテンシャル評価、

サンゴなど⾃然資源の観光資源としての利活⽤など様々な課題があることが明らかとなった。特に、

⼈⼝減少・少⼦⾼齢化に伴い、空き家の増加や⼩学校の閉校が増え、各種インフラの維持が困難にな

り、農業者が減り耕作放棄地が増えるといった将来のシナリオが考えられた。 

以下複数の事例を紹介する。 

脱炭素に関する事例では、五島市において 2026 年 1 ⽉に国内初の『浮体式』洋上⾵⼒発電が五島

市で商⽤運転を開始し、五島市⺠電⼒を通じて供給され、太陽光発電などと合わせ、市内電⼒に占め

る再エネの割合は 8 割程度となる。五島市ゼロカーボンシティ計画が⽴てられ、2050 年までに 2013
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年度⽐で 99%の CO2削減⽬標が⽰されている。その内容として再エネ利⽤をはじめ、オール電化の推

進、⾃動⾞や船舶の電化、⽔素・合成燃料の利⽤が⾒込まれている。⼈⼝減少による CO2の排出量の

減少も排出量のうちの 6分の 1程度⾒込まれており、⼀⽅で、五島市の総合計画では⼈⼝減少を抑制

するための移住政策も推進しており、脱炭素と⼈⼝維持の政策の整合性が必要となっている。 

福島県三島町の事例では、⽊質バイオマス利活⽤について三島町・地域循環共⽣圏推進協議会にお

いて検討を進めているものの、当初想定していた⼩規模な熱電併給設備が安定性の⾯で課題を抱えて

いることが明らかとなったことから、熱のみの供給設備への切り替えを余儀なくされた事例があった。

森林利活⽤については広域連携の検討も進めているが、福島県内で急速に⽊質バイオマス発電事業が

増加していることから燃料の需給がひっ迫する等の課題も指摘された。また、森林管理についても森

林所有者の関⼼の低さやマンパワー不⾜等の課題があり、実施体制の構築に向けた継続的な検討⽀援

の必要性が明らかとなった。このように、想定が⼤きく変わることで従来の計画が頓挫するケースが

⾒られた。町⺠に森林の価値を⾒直してもらうことを⽬的にワークショップなどを開き、町⺠⾃ら⽊

質バイオマス利⽤に取り組み脱炭素達成と同時に⼈⼝維持のための産業創出の試みを⾏っている。た

だし、状況がすぐに改善されるわけではなく⻑期の取り組みが必要であり、継続した⽀援が必要であ

る。 

現在⼭間部や離島では⼈⼝減少、少⼦⾼齢化が進み、いろいろな機能を担う⼈材が不⾜しつつある。

そのため、各種インフラの維持が徐々に難しくなってきている。また、雇⽤を創出しなければ、移住

者も定着できないため、産業の創出が必要となっている。 

インフラ維持に関しては現状では何とか維持できており適切である施設も、20 年後などには⽼朽

化・過剰な施設となることが予想され、今から対策が必要であるが、ほかの事業が優先され計画が⽴

てにくい、実⾏可能性が不明などの課題がある。⼩規模地⽅⾃治体の場合、職員数も少なく⼀⼈で多

くの業務を兼務している場合も多く、⼈材の不⾜が問題となる。数年ごとに異動もあるため計画の継

続性が失われることもある。 

 五島市の事例では市役所を中⼼に移住政策を展開し、直近 5 年間で 1,000 ⼈以上移住しており

（https://goto.nagasaki-tabinet.com/iju/feature/life_1）、五島市は移住者の就職や引っ越しや起業⽀援のほ

か観光産業や洋上⾵⼒発電などで雇⽤を創出している。旧福江市には⼈も集まりある程度⼈⼝を維持

できているが、周辺の旧町村、及び、⼆次離島では⼈⼝減少が著しい場所もあり全島均⼀に⼈⼝を維

持できているわけではない。⼈⼝減少地区では「念仏踊り」など伝統⾏事の維持が難しくなり、市役

所としても各地区で⾏われていた「念仏踊り」について地区同⼠の横のつながりを作るなど、地域の

コミュニティ維持について対策を⽴てつつある。移住者増は⼈⼝維持政策としては現状成功している

ようだが、移住者と元の住⺠の間であまり交流が無く、移住者への市からの⼿厚い⽀援などをめぐり

元の住⺠との間に軋轢を⽣んでいる場合もある。市役所担当者もいろいろな問題があることは理解し

ているが、現状では⼈⼝維持・移住者増政策を進めている。さらには、移住者が増えることでその地

区の⽂化や社会構造などが意図せず変化することにも注意が必要であることが、⼈⽂社会系の研究者

の調査から明らかになった。このように、社会増を達成するための⼿段としての移住政策が移住者と

元の住⺠の間に分断を招くようなことも政策の限界として考慮すべきことと思われる。 
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⾃然保護と利活⽤について琵琶湖地区では、在来⿂の復活による滋賀の魅⼒度アップや環境問題の

我が事化などを検証する⽅法（市⺠の意識の変化の検証）が課題となっている。琵琶湖南湖の⿂類相

調査でニゴロブナやホンモロコなどの在来⿂も⽐較的多く⽣息していることが確認できたため、これ

までの滋賀県の⽔環境保全の施策は妥当だったという評価ができる⼀⽅で、⽔環境保全については、

⽔質、⽣物多様性、治⽔、利⽔、悪臭、アオコ抑制など多くの要因が絡んでいるため、引き続き、ど

のような⽔環境が良いのかを総合的に検討する必要があることが分かった。 

五島市では漁業や農業が盛んであるが、温暖化による環境の変化が早く、その対応が遅くなる場合

がある。例えば南⽅系のグルクンなどの⿂が漁場に現れるが、⾷⽂化が異なるため市場に出回るまで

に時間がかかっていた。漁業が盛んで漁協など組織が強固であることが変化への対応という⾯では制

約や限界になっていることもある。また、地域の担い⼿の⽴場の違いにより、うまくいかない場合も

ある。例えば、漁業者は漁場に観光客を⼊れることに反対するなど、観光産業と漁業の両⽴が難しい

場合もあった。  

課題解決の障壁としては、各種課題についてバランスの良い複数課題の解決が必要であるが、それ

ぞれ個別の部署が⽬の前の課題に追われ、統合的に解決するのはなかなか困難であることが徐々に明

らかとなった。これは職員の専⾨性や、数年ごとに部署を異動するという⼈事制度的なことも障壁に

なっていると考えられる。⼀⽅で、⼈⼝減少下でも維持できる社会像をステークホルダーが⾃ら考え

ていくことが重要であるが、徐々に進⾏する⼈⼝減少や温暖化については、⽬の前の問題である教育・

医療・介護や離島では交通の便などに⽐べ、市⺠が思う重要度が低く、「我が事化」してとらえること

が難しいことが明らかとなった。持続可能な社会の構築の主体は地⽅⾃治体や地域住⺠であるため、

⾃治体や住⺠が我が事として関⼼を持ち、「我が事」として課題をとらえ、解決する姿勢がないと課

題解決は難しい。また、各⾃治体にはそれぞれ年度の実⾏計画や予算計画があるため、提案してもそ

れらの制約のため実⾏できない場合もある。 

課題に対する解決策などをステークホルダーに対し提案したが、市役所などでは、予算の制約、過

去からの⻑期計画の制約、3年程度での⼈事異動の制約もあり、提案⾃体は歓迎されるが、それを政

策として実⾏するのは⾮常に難しいケースもあった。国環研など研究者が⽀援する場合は、ステーク

ホルダーから求められれば知⾒や優良事例や解決策などを提供できるようにするのが良いと思われ

る。⼀⽅で社会実装には限界があると思われる。 

各地域で状況は⼤きく異なるので、持続可能な社会構築⽅法の⼀般化はほぼ不可能であるが、聞き

取り調査などを通じてどのような⽀援が必要か明らかになってきた。市役所担当者は、研究者が先⾏

研究を参考にするように、他の⾃治体でうまく対応できている良好な事例を欲しており、そのような

事例が簡単に WEB上で⾒つけられれば⼤変参考になる。PJ3-2 で作成した「地域版脱炭素ナビ」など

は、各地の実情を反映して作成しているため、各種政策のシミュレーションを⼿軽に⾃分たちで⾏う

ことができ、温暖化対策の担当者としては参考になるということだった。おそらく、市役所職員が何

か政策上で困ったことがあるとき、⼿軽に WEB上でわかりやすく研究結果としての情報が掲載され

ていれば、⽀援としては有効であろうと思われる。 
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2.4.1.4 まとめ 

計画通り各地域における課題の抽出や解決策の提案、持続可能な社会の構成要件や⾃治体等に対す

る⽀援のあり⽅などについて定性的評価を⾏い、持続可能な地域社会実現に向けた解決⽅策の構築と

地域への制度導⼊の⽀援の⽬的をある程度達成できた。 

⼀⽅で、各⾃治体への課題解決提案をしているが、なかなか実装までは進まない。⾃治体の独⾃計

画、予算、担当者の異動など制度的な課題がある。克服のためには⾃治体と 10 年単位で付き合うな

ど⻑期のプログラム化が必要である。あるいは上記のように⼿軽に WEB上に良い事例など必要な情

報を掲載する⽅が実効性があると思われる。本課題は社会実装を⽬指しているため、調査研究⾃体が

学術論⽂とはなりにくいという事情もあり、若⼿研究者への配慮や到達⽬標の設定についての検討が

必要であると考えられる。 

 



［資　料］
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１ 研究の組織と研究課題の構成 

 

1.1 研究の組織 

 ［A 研究担当者］  

地域環境保全領域  

フェロー               高見昭憲 

領域長                珠坪一晃 

特命研究員 王 勤学 

シニア研究員             近藤美則 

                   水落元之＊） 

領域長室 渡部鮎美＊） 

広域大気研究室 吉野彩子 

  湖沼河川研究室            高津文人 

                     篠原隆一郎 

  海域環境研究室            中田聡史 

  環境管理技術研究室          中山忠暢 

 岡寺智大 

                     小野寺崇 

 青木仁孝 

                     竹村泰幸＊） 

  琵琶湖分室              霜鳥孝一 

 

資源循環領域 

  資源循環社会システム研究室      田崎智宏 

                     河井紘輔 

                     稲葉陸太 

                     多島 良 

                     久保田理恵子＊） 

  廃棄物処理処分技術研究室       蛯江美孝 

  災害環境マネジメント戦略推進オフィス 鈴木 薫 

 

生物多様性領域 

  上級主席研究員            山野博哉 

  主幹研究員              山口晴代 

  生態系機能評価研究室         松崎慎一郎 

                     亀山 哲 

  環境ゲノム研究推進室         今藤夏子 

  琵琶湖分室              馬渕浩司 

 池上真木彦 

 末吉正尚 

 吉田 誠＊） 
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社会システム領域 

  副領域長               芦名秀一 

  上級主席研究員            増井利彦 

  脱炭素対策評価研究室         金森有子 

 河原崎里子 

                     蛭田有希＊） 

                     Gao Lu＊） 

  システムイノベーション研究室     藤井 実 

                     平野勇二郎 

                     牧 誠也 

 一ノ瀬俊明 

                     渡邉奈重美 

                     QIAN Tana＊） 

  地域計画研究室            松橋啓介 

                     久保田泉 

 小野寺弘晃 

                     森 保文 

 TSAMARA Tsani 

                     有賀敏典＊） 

 OUYANG Junyan＊） 

 石河正寛＊） 

 KIM Kyoungmin＊） 

                     CUI Wenzhu＊） 

  経済・政策研究室           林 岳彦 

                     朝山慎一郎 

 

福島地域協働研究拠点            

  研究グループ長            林 誠二 

  地域環境創生研究室          五味 馨 

                     戸川卓哉 

                     大西 悟 

                     中村省吾 

                     常盤達彦 

   

気候変動適応センター 

アジア太平洋気候変動適応研究室 阿部博哉 

 大場 真＊） 

 

 

（注）所属・役職は年度終了時点のもの。また、＊）印は過去に所属していた職員等を示す。 
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［B 客員研究員］ 

渡部鮎美 （青森公立大学経営経済学部地域みらい学科）（令和６～７年度） 

深山直子 （東京都立大学人文科学研究科 社会行動学専攻 社会人類学分野）（令和３～７年度） 

杉本あおい （慶応義塾大学 システムデザイン・マネジメント研究科）（令和６～７年度） 

同上 （水産研究・教育機構 水産資源研究所, 社会・生態系システム部(令和４～６年度) 

［C 協力研究者］ 

田井みのり （東京都立大学人文科学研究科 社会行動学専攻 社会人類学分野）（令和４～７年度） 

大島崇彰 （東京都立大学人文科学研究科 社会行動学専攻 社会人類学分野）（令和３～５年度） 

山内健太朗 （東京都立大学人文科学研究科 社会行動学専攻 社会人類学分野）（令和３～４年度） 

1.2 研究課題と担当者 

【プログラム総括】 高見昭憲 

【プロジェクト１ 地域協働による持続可能社会実装研究】 

プロジェクトリーダー   中村省吾 

林誠二・戸川卓哉・大西悟・馬渕浩司・松崎慎一郎・今藤夏子・山口晴代・ 

池上真木彦・末吉正尚・霜鳥孝一・高津文人・篠原隆一郎・中田聡史・ 

高見昭憲・渡部鮎美＊・吉野彩子・山野博哉・阿部博哉・深山直子*・ 

杉本あおい*・田井みのり**・大島崇彰**・山内健太朗**岡寺智大・小野寺崇・

河井紘輔・藤井実・渡邉奈重美・稲葉陸太・近藤美則・亀山哲・松橋啓介・ 

芦名秀一・石河正寛* 

【プロジェクト２ 地域との協働による環境効率の高い技術・システムの提案と評価】 

プロジェクトリーダー   藤井実 

蛯江美孝・河井紘輔・稲葉陸太・高見昭憲・珠坪一晃・王勤学・近藤美則・ 

中山忠暢・岡寺智大・小野寺崇・青木仁孝・亀山哲・平野勇二郎・牧誠也・ 

一ノ瀬俊明・朝山慎一郎・戸川卓哉 

【プロジェクト３ 地域・生活の課題解決と持続可能性目標を同時達成する地域診断ツールの構築】 

プロジェクトリーダー   松橋啓介 

田崎智宏・芦名秀一・増井利彦・金森有子・河原崎里子・平野勇二郎・ 

牧誠也・久保田泉・小野寺弘晃・森保文・TSAMARA Tsani・有賀敏典・ 

OUYANG Junyan・石河正寛・KIM Kyoungmin・CUI Wenzhu・林岳彦・五味馨・

中村省吾 

【プロジェクト４ 持続可能な地域社会実現に向けた解決方策の構築と地域への制度導入の支援】 

プロジェクトリーダー   高見昭憲 

中村省吾・馬渕浩司・霜鳥孝一・藤井実・岡寺智大・珠坪一晃・河井紘輔・ 

稲葉陸太・近藤美則・松橋啓介・芦名秀一・山野博哉・林誠二 

（注）＊客員研究員、＊＊協力研究者 
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